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廃炉環境国際共同研究センター 

 

海上・港湾・航空技術研究所 
 

（2024 年 3 月 25 日受理） 

 

日本原子力研究開発機構（JAEA）廃炉環境国際共同研究センター（CLADS）では、令和 4 年度 英

知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業（以下、「本事業」という）を実施している。 

本事業は、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所の廃炉等をはじめとした

原子力分野の課題解決に貢献するため、国内外の英知を結集し、様々な分野の知見や経験を、従

前の機関や分野の壁を越えて緊密に融合・連携させた基礎的・基盤的研究及び人材育成を推進す

ることを目的としている。 

平成 30 年度の新規採択課題から実施主体を文部科学省から JAEA に移行することで、JAEA とア

カデミアとの連携を強化し、廃炉に資する中長期的な研究開発・人材育成をより安定的かつ継続

的に実施する体制を構築した。 

本研究は、令和 2 年度に採択された研究課題のうち、「無人航走体を用いた燃料デブリサンプル

リターン技術の研究開発」の令和 2 年度から令和 4 年度分の研究成果について取りまとめたもの

である。 

本研究は、日英共同研究体制の下、耐放射線性を持ちつつ中性子検出効率を向上させた中性子

検出器と、強力な切削能と収集能を持ったエンドエフェクタ並びにマニピュレータを融合させた

燃料デブリサンプリング装置を開発し、それらを無人航走体へ搭載させた燃料デブリサンプリン

グシステムを構築することを目指したものである。さらに、システム位置を同定する測位システ

ムと、光学カメラ、ソナー、今回開発する中性子検出器の計数情報を仮想現実システムへ投影さ

せる技術を開発し、遠隔操作技術の向上に貢献する技術開発を行った。 

日本側が担当した燃料デブリマッピングツールの開発では、1) 高耐放射線小型高効率中性子セ

ンサの開発、2) UUV プラットホームの開発、3) 放射線環境シミュレーション及び積算中性子線

量計の特性評価を実施した。実施項目 1)ではシリコン半導体検出器に微細構造を施して中性子の

感度を上げ、ガンマ線の感度を下げた MSND の特性評価と専用集積回路を開発し、小型高効率中性

子センサを実現した。実施項目 2)では、燃料デブリマッピングツール構成要素（中性子センサ、

水中カメラ、ソナー、LiDAR）が連動するための通信制御系と UUV プラットホームとのインターフ

ェースを完成させた。実施項目 3)では、粒子輸送モンテカルロ計算により、燃料デブリ性状を変

えたシミュレーションを行い、格納容器内部のガンマ線及び中性子線の特性を予測し、放射線場

の情報や有効な燃料デブリ検知方法を、検出器開発者及び遠隔ロボット開発者と共有した。また、

積算線量計による中性子検出試験を実施し、現場適用性を評価した。 

 

本報告書は、日本原子力研究開発機構の英知事業における委託業務として、海上・港湾・航空技

術研究所が実施した成果を取りまとめたものである。 

廃炉環境国際共同研究センター：〒979-1151 福島県双葉郡富岡町大字本岡字王塚 790-1
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The Collaborative Laboratories for Advanced Decommissioning Science (CLADS), Japan Atomic Energy 
Agency (JAEA), had been conducting the Nuclear Energy Science & Technology and Human Resource 
Development Project (hereafter referred to “the Project”) in FY2022. 

The Project aims to contribute to solving problems in the nuclear energy field represented by the 
decommissioning of the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station, Tokyo Electric Power Company 
Holdings, Inc. (TEPCO). For this purpose, intelligence was collected from all over the world, and basic 
research and human resource development were promoted by closely integrating/collaborating knowledge 
and experiences in various fields beyond the barrier of conventional organizations and research fields. 

The sponsor of the Project was moved from the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology to JAEA since the newly adopted proposals in FY2018. On this occasion, JAEA constructed a 
new research system where JAEA-academia collaboration is reinforced and medium-to-long term 
research/development and human resource development contributing to the decommissioning are stably and 
consecutively implemented. 

Among the adopted proposals in FY2020, this report summarizes the research results of the “Research and 
development of the sample-return technique for fuel debris using the unmanned underwater vehicle” 
conducted from FY2020 to FY2022. 

The present study aims to develop a fuel debris sampling device that comprises a neutron detector with 
radiation resistance and enhanced neutron detection efficiency, an end-effector with powerful cutting and 
collection capabilities, and a manipulator under the Japan-UK joint research team. We will also develop a 
fuel debris sampling system that can be mounted on an unmanned vehicle. In addition, we will develop a 
positioning system to identify the system position and a technique to project the counting information of 
optical cameras, sonar, and neutron detectors to be developed in this project onto a virtual reality system, 
which will contribute to the improvement of remote-control technology. 

In the development of the fuel debris mapping tool that the Japanese side performed, the micro-structured 
semiconductor neutron detector (MSND) was characterized and a dedicated integrated circuit, ASIC was 
developed. The interface between the communication control system and the UUV platform was developed 
to link the fuel debris mapping tool components (neutron sensor, underwater camera, sonar, LiDAR). Gamma 
rays and neutrons inside the primary containment vessel were simulated using radiation particle transport 
Monte Carlo calculations by changing the fuel debris characteristics. In addition, a neutron detection test 
using a time-integrating dosimeter was conducted to confirm its applicability to realistic situations. 

  
Keywords: Fuel Debris, Microstructured Semiconductor Neutron Detector, End Effector, Manipulator, 

Unmanned Underwater Vehicle, Virtual Reality, PHITS, Bubble Detector 
This work was performed by National Institute of Maritime, Port and Aviation Technology under contract 
with Japan Atomic Energy Agency. 
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1. 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業の概要 

 

文部科学省では、「東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の加速プラン（平

成 26 年 6 月文部科学省）」等を踏まえ、平成 27 年度から「英知を結集した原子力科学技術・人材

育成推進事業」（以下、「本事業」という。）を立ち上げ、「戦略的原子力共同研究プログラム」、「廃

炉加速化研究プログラム」及び「廃止措置研究・人材育成等強化プログラム」を推進している。 

具体的には、国内外の英知を結集し、国内の原子力分野のみならず様々な分野の知見や経験を、

機関や分野の壁を越え、国際共同研究も含めて緊密に融合・連携させることにより、原子力の課

題解決に資する基礎的・基盤的研究や産学が連携した人材育成の取組を推進している。 

一方、日本原子力研究開発機構（以下、「JAEA」という。）では、平成 27 年に廃炉国際共同研究

センター（以下、「CLADS」という。現：廃炉環境国際共同研究センター）を組織し、「東京電力ホ

ールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」等を踏

まえ、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所廃炉（以下、「1F 廃炉」という。）

に係る研究開発を進めている。 

また、平成 29 年 4 月に CLADS の中核拠点である「国際共同研究棟」の運用を開始したことを踏

まえ、今後は CLADS を中核に、廃炉の現場ニーズを踏まえた国内外の大学、研究機関等との基礎

的・基盤的な研究開発及び人材育成の取組を推進することにより、廃炉研究拠点の形成を目指す

ことが期待されている。 

このため、本事業では平成 30 年度の新規採択課題から実施主体を文部科学省から JAEA に移行

することで、JAEA とアカデミアとの連携を強化し、廃炉に資する中長期的な研究開発・人材育成

をより安定的かつ継続的に実施する体制を構築することとし、従来のプログラムを、①共通基盤

型原子力研究プログラム、②課題解決型廃炉研究プログラム、③国際協力型廃炉研究プログラム、

④研究人材育成型廃炉研究プログラム（令和元年度より新設）に再編した。 
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2. 平成 30 年度 採択課題 

 

 平成 30 年度採択課題については以下のとおりである。 

 

課題数：19 課題 

共通基盤型原子力研究プログラム 11 課題（若手研究 6 課題、一般研究 5 課題） 

課題解決型廃炉研究プログラム  6 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム  2 課題（日英共同研究） 

 

 

平成 30 年度 採択課題一覧 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

被災地探査や原子力発電所建屋内情報収集のための

半自律ロボットを用いたセマンティックサーベイマ

ップ生成システムの開発 

河野 仁 東京工芸大学 

汚染土壌の減容を目的とした重液分離による放射性

微粒子回収法の高度化 
山﨑 信哉 筑波大学 

ラドンを代表としたアルファ核種の吸入による内部

被ばくの横断的生体影響評価 
片岡 隆浩 岡山大学 

炉心溶融物の粘性及び表面張力同時測定技術の開発 大石 佑治 大阪大学 

iPS 細胞由来組織細胞における放射線依存的突然変

異計測系の確立 
島田 幹男 東京工業大学 

レーザー共鳴イオン化を用いた同位体存在度の低い

ストロンチウム 90 の迅速分析技術開発 
岩田 圭弘 東京大学 
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共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性核種の長期安定化を指向した使用済みゼオ

ライト焼結固化技術の開発 
新井 剛 芝浦工業大学 

燃料デブリ取り出しを容易にするゲル状充填材の

開発 
牟田 浩明 大阪大学 

レーザー蛍光法を用いた燃料デブリ変質相の同定 斉藤 拓巳 東京大学 

過酷炉心放射線環境における線量測定装置の開発 岡本 保 
木更津工業 

高等専門学校 

レーザー加工により発生する微粒子の解析と核種

同定手法の開発 
長谷川 秀一 東京大学 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

合金相を含む燃料デブリの安定性評価のための基

盤研究 
桐島 陽 東北大学 

ガンマ線画像スペクトル分光法による高放射線場

環境の画像化による定量的放射能分布解析法 
谷森 達 京都大学 

燃料デブリ取出し時における放射性核種飛散防止

技術の開発 
鈴木 俊一 東京大学 

アルファダストの検出を目指した超高位置分解能

イメージング装置の開発 
黒澤 俊介 東北大学 

ナノ粒子を用いた透明遮へい材の開発研究 渡邉 隆行 九州大学 

先端計測技術の融合で実現する高耐放射線燃料デ

ブリセンサーの研究開発 
萩原 雅之 

高エネルギー 

加速器研究機構 
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国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性微粒子の基礎物性解明による廃炉作業リスク

低減への貢献 
五十嵐 康人 茨城大学 

放射線耐性の高い薄型 SiC 中性子検出器の開発 三澤 毅 京都大学 
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3. 令和元年度 採択課題 

 

令和元年度採択課題については以下のとおりである。 

 

課題数：19 課題 

共通基盤型原子力研究プログラム  7 課題（若手研究 2課題、一般研究 5 課題） 

課題解決型廃炉研究プログラム   4 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム   4 課題（日英共同研究 2 課題、日露共同研究 2 課題） 

研究人材育成型廃炉研究プログラム 4 課題 

 

 

令和元年度 採択課題一覧 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

ウラニル錯体化学に基づくテーラーメイド型新規海

水ウラン吸着材開発 
鷹尾 康一朗 東京工業大学 

動作不能からの復帰を可能とする多連結移動ロボッ

トの半自律遠隔操作技術の確立 
田中 基康 電気通信大学 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性微粒子の基礎物性解明による廃炉作業リスク

低減への貢献 
五十嵐 康人 茨城大学 

放射線耐性の高い薄型 SiC 中性子検出器の開発 三澤 毅 京都大学 
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共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

一次元光ファイバ放射線センサを用いた原子炉建

屋内放射線源分布計測 
瓜谷 章 名古屋大学 

低線量・低線量率放射線被ばくによる臓器別酸化ス

トレス状態の検討 
鈴木 正敏 東北大学 

単一微粒子質量分析法に基づくアルファ微粒子オ

ンラインモニタリングに向けた基礎検討 
豊嶋 厚史 大阪大学 

幹細胞動態により放射線発がんを特徴付ける新た

な評価系の構築 
飯塚 大輔 

量子科学技術 

研究開発機構 

耐放射線性ダイヤモンド半導体撮像素子の開発 

梅沢 仁 

（～R2.3.31） 

大曲 新矢 

（R2.4.1～） 

産業技術総合 

研究所 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

Multi-Physics モデリングによる福島 2・3 号機ペデ

スタル燃料デブリ深さ方向の性状同定 
山路 哲史 早稲田大学 

燃料デブリ取出しに伴い発生する廃棄物のフッ化

技術を用いた分別方法の研究開発 
渡邉 大輔 

日立ＧＥ 

ニュークリ

ア・エナジー 

アパタイトセラミックスによる ALPS 沈殿系廃棄物

の安定固化技術の開発 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦

（R3.7.1～） 

東京工業大学 

拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームに

よる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦 
高橋 秀治 東京工業大学 
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国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

高い流動性および陰イオン核種保持性を有するア

ルカリ刺激材料の探索と様々な放射性廃棄物の安

全で効果的な固化 

佐藤 努 北海道大学 

再臨界前の中性子線増に即応可能な耐放射線 FPGA

システムの開発 
渡邊 実 

静岡大学 

（～R3.3.31） 

岡山大学 

（R3.4.1～） 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリ取出し臨界安全技術の高度化 小原 徹 東京工業大学

微生物生態系による原子炉内物体の腐食・変質に

関する評価研究 
金井 昭夫 慶應義塾 

 

研究人材育成型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリ取り出し時における炉内状況把握のた

めの遠隔技術に関する研究人材育成 
淺間 一 東京大学 

化学計測技術とインフォマティックスを融合した

デブリ性状把握手法の開発とタイアップ型人材育

成 

高貝 慶隆 福島大学 

放射線・化学・生物的作用の複合効果による燃料デ

ブリ劣化機構の解明 

大貫 敏彦 

（～R2.3.31） 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦 

（R3.7.1～） 

東京工業 

大学 

燃料デブリ分析のための超微量分析技術の開発 永井 康介 東北大学 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

一次元光ファイバ放射線センサを用いた原子炉建

屋内放射線源分布計測 
瓜谷 章 名古屋大学 

低線量・低線量率放射線被ばくによる臓器別酸化ス

トレス状態の検討 
鈴木 正敏 東北大学 

単一微粒子質量分析法に基づくアルファ微粒子オ

ンラインモニタリングに向けた基礎検討 
豊嶋 厚史 大阪大学 

幹細胞動態により放射線発がんを特徴付ける新た

な評価系の構築 
飯塚 大輔 

量子科学技術 

研究開発機構 

耐放射線性ダイヤモンド半導体撮像素子の開発 

梅沢 仁 

（～R2.3.31） 

大曲 新矢 

（R2.4.1～） 

産業技術総合 

研究所 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

Multi-Physics モデリングによる福島 2・3 号機ペデ

スタル燃料デブリ深さ方向の性状同定 
山路 哲史 早稲田大学 

燃料デブリ取出しに伴い発生する廃棄物のフッ化

技術を用いた分別方法の研究開発 
渡邉 大輔 

日立ＧＥ 

ニュークリ

ア・エナジー 

アパタイトセラミックスによる ALPS 沈殿系廃棄物

の安定固化技術の開発 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦

（R3.7.1～） 

東京工業大学 

拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームに

よる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦 
高橋 秀治 東京工業大学 
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4. 令和 2年度 採択課題 

 

令和 2 年度は、2 つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 2 年 3月 17 日～令和 2 年 5 月 14 日（課題解決型） 

令和 2 年 5月 13 日～令和 2 年 7 月 15 日（国際協力型） 

 

課題数：10 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題（若手研究 2 課題、一般研究 6 課題） 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英共同研究） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面接審

査、日英共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定した。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議での審議を経て、採

択課題を決定した。 

 

 

令和 2 年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリにおける特性の経年変化と環境劣化割れ

の調査 

楊 会龍 

（～R4.7.31） 

村上 健太 
（R4.8.1～） 

東京大学 

健全性崩壊をもたらす微生物による視認不可腐食の

分子生物・電気化学的診断及び抑制技術の開発 
岡本 章玄 

物質・材料 

研究機構 
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課題解決型廃炉研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

遮蔽不要な臨界近接監視システム用ダイヤモンド

中性子検出器の要素技術開発 
田中 真伸 

高エネルギー

加速器研究 

機構 

α／β／γ 線ラジオリシス影響下における格納

容器系統内広域防食の実現：ナノバブルを用いた

新規防食技術の開発 

渡邉 豊 東北大学 

β、γ、X 線同時解析による迅速・高感度放射性核

種分析法の開発 
篠原 宏文 

日本分析 

センター 

合理的な処分のための実機環境を考慮した汚染鉄

筋コンクリート長期状態変化の定量評価 
丸山 一平 東京大学 

溶脱による変質を考慮した汚染コンクリート廃棄

物の合理的処理・処分の検討 
小崎 完 北海道大学 

マイクロ波重畳 LIBS によるデブリ組成計測の高

度化と同位体の直接計測への挑戦 
池田 裕二 アイラボ 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

革新的水質浄化剤の開発による環境問題低減化技

術の開拓 
浅尾 直樹 信州大学 

無人航走体を用いた燃料デブリサンプルリターン

技術の研究開発 
鎌田 創 

海上・港湾・

航空技術 

研究所 

 

  

 

4. 令和 2年度 採択課題 

 

令和 2 年度は、2 つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 2 年 3月 17 日～令和 2 年 5 月 14 日（課題解決型） 

令和 2 年 5月 13 日～令和 2 年 7 月 15 日（国際協力型） 

 

課題数：10 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題（若手研究 2 課題、一般研究 6 課題） 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英共同研究） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面接審

査、日英共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定した。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議での審議を経て、採

択課題を決定した。 

 

 

令和 2 年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリにおける特性の経年変化と環境劣化割れ

の調査 

楊 会龍 

（～R4.7.31） 

村上 健太 
（R4.8.1～） 

東京大学 

健全性崩壊をもたらす微生物による視認不可腐食の

分子生物・電気化学的診断及び抑制技術の開発 
岡本 章玄 

物質・材料 

研究機構 
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5. 令和 3年度 採択課題 

 

令和 3 年度は、2 つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 3 年 3月 16 日～令和 3 年 5 月 17 日（課題解決型） 

令和 3 年 4月 13 日～令和 3 年 7 月 1 日（国際協力型 日英共同研究） 

令和 3 年 7月 12 日～令和 3 年 8 月 18 日（国際協力型 日露共同研究） 

 

課題数：12 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英）、2 課題（日露） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面

接審査、日英・日露共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定し

た。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議及びステアリ

ングコミッティでの審議を経て、採択課題を決定した。 

 

令和 3 年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

建屋応答モニタリングと損傷イメージング技術を

活用したハイブリッド型の原子炉建屋長期健全性

評価法の開発研究 

前田 匡樹 東北大学 

燃料デブリ周辺物質の分析結果に基づく模擬デブ

リの合成による実機デブリ形成メカニズムの解明

と事故進展解析結果の検証によるデブリ特性デー

ターベースの高度化 

宇埜 正美 福井大学 

ジオポリマー等による PCV 下部の止水・補修及び

安定化に関する研究 
鈴木 俊一 東京大学 

世界初の同位体分析装置による少量燃料デブリの

性状把握分析手法の確立 
坂本 哲夫 工学院大学 

アルファ微粒子の実測に向けた単一微粒子質量分

析法の高度化 
豊嶋 厚史 大阪大学 
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課題名 研究代表者 所属機関 

連携計測による線源探査ロボットシステムの開発

研究 
人見 啓太朗 東北大学 

中赤外レーザー分光によるトリチウム水連続モニ

タリング手法の開発 
安原 亮 

自然科学 

研究機構 

福島原子力発電所事故由来の難固定核種の新規ハ

イブリッド固化への挑戦と合理的な処分概念の構

築・安全評価 

中瀬 正彦 
東京工業 

大学 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

福島第一原子力発電所の廃止措置における放射性

エアロゾル制御及び除染に関する研究 

Erkan 

Nejdet 

（～R4.1.31） 

三輪 修一郎

（R4.2.1～） 

東京大学 

燃料デブリ取り出しのための機械式マニピュレー

タのナビゲーションおよび制御 
淺間 一 東京大学 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

福島第一発電所 2、3 号機の事故進展シナリオに基

づく FP・デブリ挙動の不確かさ低減と炉内汚染状

況・デブリ性状の把握 

小林 能直 
東京工業 

大学 

非接触測定法を用いた燃料デブリ臨界解析技術の

高度化 
小原 徹 

東京工業 

大学 

 

 

 

 

 

 

5. 令和 3年度 採択課題 

 

令和 3 年度は、2 つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 3 年 3月 16 日～令和 3 年 5 月 17 日（課題解決型） 

令和 3 年 4月 13 日～令和 3 年 7 月 1 日（国際協力型 日英共同研究） 

令和 3 年 7月 12 日～令和 3 年 8 月 18 日（国際協力型 日露共同研究） 

 

課題数：12 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英）、2 課題（日露） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面

接審査、日英・日露共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定し

た。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議及びステアリ

ングコミッティでの審議を経て、採択課題を決定した。 

 

令和 3 年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

建屋応答モニタリングと損傷イメージング技術を

活用したハイブリッド型の原子炉建屋長期健全性

評価法の開発研究 

前田 匡樹 東北大学 

燃料デブリ周辺物質の分析結果に基づく模擬デブ

リの合成による実機デブリ形成メカニズムの解明

と事故進展解析結果の検証によるデブリ特性デー

ターベースの高度化 

宇埜 正美 福井大学 

ジオポリマー等による PCV 下部の止水・補修及び

安定化に関する研究 
鈴木 俊一 東京大学 

世界初の同位体分析装置による少量燃料デブリの

性状把握分析手法の確立 
坂本 哲夫 工学院大学 

アルファ微粒子の実測に向けた単一微粒子質量分

析法の高度化 
豊嶋 厚史 大阪大学 
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6. 令和 4年度 採択課題 

 

令和 4 年度は、2 つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 4 年 3月 1 日～令和 4 年 5 月 6 日（課題解決型） 

令和 4 年 4月 7 日～令和 4 年 6 月 16 日（国際協力型 日英共同研究） 

 

課題数：8 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 6 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面

接審査、日英共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定した。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議及びステアリ

ングコミッティでの審議を経て、採択課題を決定した。 

 

令和 4 年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

革新的アルファダスト撮像装置と高線量率場モニ

タの実用化とその応用 
黒澤 俊介 東北大学 

3次元線量拡散予測法の確立とγ線透過率差を利

用した構造体内調査法の開発 
谷森 達 京都大学 

α汚染可視化ハンドフットクロスモニタの要素技

術開発 
樋口 幹雄 北海道大学 

高放射線耐性の低照度用太陽電池を利用した放射

線場マッピング観測システム開発 
奥野 泰希 京都大学 

障害物等による劣悪環境下でも通信可能なパッシ

ブ無線通信方式の開発 
新井 宏之 

横浜国立 

大学 
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本報告書は、以下の課題の令和 2 年度から令和 4 年度分の研究成果を取りまとめたもの

である。 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

無人航走体を用いた燃料デブリサンプルリタ

ーン技術の研究開発 
鎌田 創 

海上・港湾・ 

航空技術研究所 

 

研究成果を取りまとめた成果報告書を付録として添付する。 
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本報告書は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の

「英知を結集した原子力科学技術･人材育成推進事業」によ

る委託業務として、国立研究開発法人海上・港湾・航空技

術研究所が実施した「無人航走体を用いた燃料デブリサン

プルリターン技術の研究開発」の令和 2 年度から令和 4 年

度分の研究成果を取りまとめたものである。 
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MEMS ： Micro Electro Mechanical Systems：微小電気機械システム 

MSND 

 
：

 
Micro-structured Semiconductor Neutron Detector 

：微細構造半導体中性子検出器 

NGIMU 

 
：

 
Next Generation Inertial Measurement Unit 

：慣性測定ユニット 
PCV ： Primary Containment Vessel：原子炉格納容器 

PHITS 

 
：

 
Particle and Heavy Ion Transport code System 

：粒子・重イオン輸送計算コード 
RDT ： Radiation Detection Technologies, Inc.（会社名） 

RPV ： Reactor Pressure Vessel：原子炉圧力容器 

ROV ： Remote Operated Vehicle：遠隔操作無人探査機 

SAR-ADC 

 
：

 
Successive Approximation Register-ADC 

：逐次比較型アナログ－デジタル変換器 

SBL ： Short Base Line：短基線 

SRIM ：
Stopping and Range of Ion in Matter 

（固体中のイオンの飛程をシミュレーションするコードの名称） 
SSBL ： Super Short Base Line：超短基線 

TCP/IP 

 
：

 
Transmission Control Protocol/Internet Protocol 

（インターネット・プロトコル・スイート：通信プロトコル） 
TTL ： Transistor Transistor Logic：トランジスタ・トランジスタ・ロジック 
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UART ： Universal Asynchronous Receiver/Transmitter：汎用非同期送受信機 

UUV ： Unmanned Underwater Vehicle：無人航走体 

VR ： Virtual Reality：仮想現実 

海技研 ： 国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所 海上技術安全研究所 

原子力機構 ： 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

高エネ研 ： 大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構 
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略語一覧 

 

東電 ： 東京電力ホールディングス株式会社 

1F ： 東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所 

AHRS ： Attitude Heading Reference System：姿勢・方位参照システム 

ASIC ： Application Specific Integrated Circuit：信号処理用専用集積回路 

ADC ： Analog to Digital Converter：アナログ－デジタル変換器 

CLADS 

 
：

 
Collaborative Laboratories for Advanced Decommissioning Science 

：廃炉環境国際共同研究センター 
CMOS 

 
：

 
Complementary Metal Oxide Semiconductor 

：相補性金属酸化膜半導体 
DHCP ： Dynamic Host Configuration Protocol：IP アドレス自動設定プロトコル 

DoF  Degrees of Freedom：自由度 

EKF ： Extended Kalman Filter：拡張型カルマンフィルタ 

FP ： Fission Product：核分裂生成物 

FPGA ： Field Programmable Gate Array（現場で書き換え可能な大規模集積回路） 

GUI ： Graphical User Interface：グラフィカル・ユーザー・インターフェイス 

IMU ： Inertial Measurement Unit：慣性測定ユニット 

INS ： Inertial Navigation System：慣性航法 

IRID 

 
：

 
International Research Institute for Nuclear Decommissioning 

：技術研究組合国際廃炉研究開発機構 
LiDAR ： Light Detection And Ranging：光による検知と測距 

MCCI ： Molten Core Concrete Interaction：溶融炉心・コンクリート相互作用 

MEMS ： Micro Electro Mechanical Systems：微小電気機械システム 

MSND 

 
：

 
Micro-structured Semiconductor Neutron Detector 

：微細構造半導体中性子検出器 

NGIMU 

 
：

 
Next Generation Inertial Measurement Unit 

：慣性測定ユニット 
PCV ： Primary Containment Vessel：原子炉格納容器 

PHITS 

 
：

 
Particle and Heavy Ion Transport code System 

：粒子・重イオン輸送計算コード 
RDT ： Radiation Detection Technologies, Inc.（会社名） 

RPV ： Reactor Pressure Vessel：原子炉圧力容器 

ROV ： Remote Operated Vehicle：遠隔操作無人探査機 

SAR-ADC 

 
：

 
Successive Approximation Register-ADC 

：逐次比較型アナログ－デジタル変換器 

SBL ： Short Base Line：短基線 

SRIM ：
Stopping and Range of Ion in Matter 

（固体中のイオンの飛程をシミュレーションするコードの名称） 
SSBL ： Super Short Base Line：超短基線 

TCP/IP 

 
：

 
Transmission Control Protocol/Internet Protocol 

（インターネット・プロトコル・スイート：通信プロトコル） 
TTL ： Transistor Transistor Logic：トランジスタ・トランジスタ・ロジック 
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概略 

福島第一原子力発電所（以下、1F と略記。）の廃炉作業において、「燃料デブリの取り出し」

は最も重要な課題の 1つに挙げられる。当該課題が困難である理由は、これまでの 1F 1 号機か

ら 3 号機までの内部調査からは、原子炉内において構造材の破損状況、大量の堆積物の存在を

示す映像と線量率の情報しか得られておらず、燃料デブリの詳細な炉内状況が把握できていな

いことである。さらに、燃料デブリの分布状況を明らかにするには、事故当初の Cs などの汚染

による高ガンマ線量率環境下において、燃料デブリの核燃料物質由来の自発核分裂中性子や

(α,n)反応によるわずかな中性子を検出する技術が必要である。ここで、高ガンマ線量下にお

いて少量の中性子を測定する技術・検出器の開発と、原子炉格納容器（Primary Containment 

Vessel：以下、PCV と略記。）内のデブリを多地点で少量サンプリングし、それらの物性や化学

特性を明らかにすることができれば、廃炉作業を格段に加速化することができる。 

そこで、本研究では、日本と英国の 2 国間共同研究体制の下、高耐放射線中性子センサとソ

ナー等で構成される燃料デブリマッピングツールを搭載した無人航走体（Unmanned Underwater 

Vehicle：以下、UUV と略記。）ベースの燃料デブリサンプリング技術を開発することを目的とす

る。 

日本側は、高ガンマ線環境下で局所的な中性子束の変化を観測しながら燃料デブリの位置を

特定し、切削対象とする水中試料を選定するための中性子センサを開発する。また、高放射線

量環境で作業員が直接アクセスできない作業現場において、作業性と視認性を向上させるため

の UUV 自己測位システムと仮想現実（Virtual Reality：以下、VR と略記。）技術を駆使した遠

隔操作支援技術を開発する。 

英国側は、強力な切削能と収集能を有したエンドエフェクタと水中マニピュレータの開発を

担当する。また、日英共同で、これらを UUV ベースの水中ロボットに搭載・統合することによ

って「燃料デブリサンプルリターン技術」の確立を目指す。 

本研究では、高エネルギー加速器研究機構（以下、高エネ研と略記。）が、高耐放射線小型高

効率中性子センサを開発し、海上・港湾・航空技術研究所（以下、海技研と略記。）が、中性子

センサ等のセンサ類で構成される燃料デブリマッピングツール、自己測位システム及び VR シス

テムを統合化した UUV プラットホームを開発し、英国ランカスター大学が開発する燃料デブリ

サンプリングツールに運用情報を提供する。さらに、日本原子力研究開発機構（以下、原子力

機構と略記。）が原子炉内放射線環境シミュレーションと積算中性子線量計の特性を評価するこ

とで、現場の放射線環境情報を開発側に提供し、高ガンマ線環境下で動作する機器開発をサポ

ートする体制を構築し、シナジー効果を得ながら課題を解決していく。 

この課題は、3 ヵ年で実施され、令和 4 年度は 3 年目である。以下に、令和 4 年度の成果のま

とめを示すとともに、令和 3 年度までの成果概要についても各年度で示す。 

 

令和 2 年度の成果報告書は、以下のとおりである。 

 JAEA-Review 2021-049 

 URL：https://doi.org/10.11484/jaea-review-2021-049 

また、令和 2 年度の成果概要は、以下のとおりである。 

(1) 高耐放射線小型高効率中性子センサの開発（再委託先：高エネ研） 

中性子センサとして米国 RDT 社の MSND（Micro-structured Semiconductor Neutron 

Detector：微細構造半導体中性子検出器）を採用し、微弱な MSND 信号の計測に適した信

号処理回路の設計を行い、中性子線源等を用いた特性試験を行った。また、MSND の特性試

験用に 252Cf 線源からの自発核分裂中性子を用いた中性子照射場を整備した。 
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なお、入手後に明らかになった MSND の構造上の制約によりアルファ線源を用いた特性

試験は行わなかったが、中性子線源等を用いた試験により本業務の目標達成に必要な情報

は得ることができた。 

 

(2) UUV プラットホームの開発 

① 燃料デブリマッピングツールの開発 

開発する中性子センサの運用方法を水中カメラ、ソナーとの連動を考慮に入れて議論

した。議論の上、通信・制御回路とインターフェースを設計した。さらに、水中カメラ、

ソナーの撮像データを VR に投影するためのツールを検討した。 

② UUV プラットホームの開発 

PCV 内での UUV の位置を特定する自己測位システムの開発として、従来の自己測位法

の PCV 内へ適用した際の課題を抽出し、測位精度向上方策を講じた。 

また、日英連携として、英国側が進めるマニピュレータやエンドエフェクタなどのサ

ンプリングツールの設計について、情報交換を行い、UUV の姿勢制御設計に反映した。 

 

(3) 放射線環境シミュレーション及び積算中性子線量計の特性評価（連携先：原子力機構） 

東京電力ホールディングス株式会社（以下、東電と略記。）及び IRID（International 

Research Institute for Nuclear Decommissioning：技術研究組合国際廃炉研究開発機

構）により実施された 3号機の PCV 内部調査結果に基づき、燃料デブリの本格取り出し時

期を想定した 3 号機の放射線源モデル（線源強度とエネルギースペクトル）と PHITS コー

ド（Particle and Heavy Ion Transport code System：粒子・重イオン輸送計算コード）

による放射線輸送計算のための 3次元プラントモデルを構築した。これらを用いて、ガン

マ線輸送計算の試解析を行い、ペデスタル内のガンマ線特性が得られることを確認した。 

 

(4) 研究推進 

研究代表者の下で各研究項目間並びに CLADS（Collaborative Laboratories for 

Advanced Decommissioning Science：廃炉環境国際共同研究センター）などとの連携を密

にして、研究を進めた。また、研究実施計画を推進するための打ち合わせや会議等を、英

国側実施機関との打ち合わせを含め、開催した。 

 

令和 3 年度の成果報告書は、以下のとおりである。 

 JAEA-Review 2022-070 

 https://doi.org/10.11484/jaea-review-2022-070 

また、令和 3 年度の成果概要は、以下のとおりである。 

(1) 高耐放射線小型高効率中性子センサの開発（再委託先：高エネ研） 

 中性子センサとして MSND を採用し、微弱な MSND 信号の計測に適した信号処理回路の

設計及び製作を実施し、国内の中性子照射場を利用してセンサの中性子応答の評価を行っ

た。また、国内の 60Co 照射施設を利用し、高線量下での放射線耐性を確認した。 

 

中性子応答の評価では、MSND と製作した信号処理回路を組み合わせた“検出器”として

の動作が確認でき、性能改善に向けた実装方法や回路方式の改善点などについて洗い出し

を行った。高線量下での放射線耐性試験においては、信号出力の飽和を避けるための具体

的な回路時定数の情報と、より高放射線耐性を実現するための知見が得られた。こうした 
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概略 

福島第一原子力発電所（以下、1F と略記。）の廃炉作業において、「燃料デブリの取り出し」

は最も重要な課題の 1つに挙げられる。当該課題が困難である理由は、これまでの 1F 1 号機か

ら 3 号機までの内部調査からは、原子炉内において構造材の破損状況、大量の堆積物の存在を

示す映像と線量率の情報しか得られておらず、燃料デブリの詳細な炉内状況が把握できていな

いことである。さらに、燃料デブリの分布状況を明らかにするには、事故当初の Cs などの汚染

による高ガンマ線量率環境下において、燃料デブリの核燃料物質由来の自発核分裂中性子や

(α,n)反応によるわずかな中性子を検出する技術が必要である。ここで、高ガンマ線量下にお

いて少量の中性子を測定する技術・検出器の開発と、原子炉格納容器（Primary Containment 

Vessel：以下、PCV と略記。）内のデブリを多地点で少量サンプリングし、それらの物性や化学

特性を明らかにすることができれば、廃炉作業を格段に加速化することができる。 

そこで、本研究では、日本と英国の 2 国間共同研究体制の下、高耐放射線中性子センサとソ

ナー等で構成される燃料デブリマッピングツールを搭載した無人航走体（Unmanned Underwater 

Vehicle：以下、UUV と略記。）ベースの燃料デブリサンプリング技術を開発することを目的とす

る。 

日本側は、高ガンマ線環境下で局所的な中性子束の変化を観測しながら燃料デブリの位置を

特定し、切削対象とする水中試料を選定するための中性子センサを開発する。また、高放射線

量環境で作業員が直接アクセスできない作業現場において、作業性と視認性を向上させるため

の UUV 自己測位システムと仮想現実（Virtual Reality：以下、VR と略記。）技術を駆使した遠

隔操作支援技術を開発する。 

英国側は、強力な切削能と収集能を有したエンドエフェクタと水中マニピュレータの開発を

担当する。また、日英共同で、これらを UUV ベースの水中ロボットに搭載・統合することによ

って「燃料デブリサンプルリターン技術」の確立を目指す。 

本研究では、高エネルギー加速器研究機構（以下、高エネ研と略記。）が、高耐放射線小型高

効率中性子センサを開発し、海上・港湾・航空技術研究所（以下、海技研と略記。）が、中性子

センサ等のセンサ類で構成される燃料デブリマッピングツール、自己測位システム及び VR シス

テムを統合化した UUV プラットホームを開発し、英国ランカスター大学が開発する燃料デブリ

サンプリングツールに運用情報を提供する。さらに、日本原子力研究開発機構（以下、原子力

機構と略記。）が原子炉内放射線環境シミュレーションと積算中性子線量計の特性を評価するこ

とで、現場の放射線環境情報を開発側に提供し、高ガンマ線環境下で動作する機器開発をサポ

ートする体制を構築し、シナジー効果を得ながら課題を解決していく。 

この課題は、3 ヵ年で実施され、令和 4 年度は 3 年目である。以下に、令和 4 年度の成果のま

とめを示すとともに、令和 3 年度までの成果概要についても各年度で示す。 

 

令和 2 年度の成果報告書は、以下のとおりである。 

 JAEA-Review 2021-049 

 URL：https://doi.org/10.11484/jaea-review-2021-049 

また、令和 2 年度の成果概要は、以下のとおりである。 

(1) 高耐放射線小型高効率中性子センサの開発（再委託先：高エネ研） 

中性子センサとして米国 RDT 社の MSND（Micro-structured Semiconductor Neutron 

Detector：微細構造半導体中性子検出器）を採用し、微弱な MSND 信号の計測に適した信

号処理回路の設計を行い、中性子線源等を用いた特性試験を行った。また、MSND の特性試

験用に 252Cf 線源からの自発核分裂中性子を用いた中性子照射場を整備した。 
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情報を基に、令和 4 年度の信号処理回路では修正・変更を実施し、実機の検出器を完成さ

せた。 

 

(2) UUV プラットホームの開発 

① 燃料デブリマッピングツールの開発 

 令和 2 年度に引き続き、マッピング構成要素（開発する中性子センサ、水中カメラ、

ソナー等）と遠隔操作側のプラットホーム間の通信・制御回路の仕様について検討を実

施した。さらに、UUV と遠隔操作側のプラットホーム間における中性子センサの計数デ

ータ、水中カメラ及びソナーの撮像データを通信するためのインターフェースを検討し

た。その結果、各種センサにより、データのポスト処理時間が大幅に異なるため、タイ

ムスタンプの共有化が困難であること及びインターフェースは実際に UUV を運用する手

順に沿うのが適切であることが分かった。 

② UUV プラットホームの開発 

 慣性測定ユニット（Next Generation Inertial Measurement Unit：以下、NGIMU と略

記。）の出力データを用いて、UUV の移動距離や姿勢を求める慣性航法演算処理プログラ

ムを整備し、各種の移動体に NGIMU を搭載して位置推定の適用性検討を実施した。その

結果、IMU を搭載する移動体によって角速度への影響が異なること、測定時間の積分範

囲により位置推定の誤差蓄積の影響が変動することが判明し、位置推定の精度向上のた

めの手がかりを得た。 

 

(3) 放射線環境シミュレーション及び積算中性子線量計の特性評価（連携先：原子力機構） 

燃料デブリの線源特性を明らかにするため、ベータ崩壊に由来する制動 X 線及び消滅ガ

ンマ線並びに自発核分裂及び（α,n）反応に由来する中性子線を導入し、これらの核種別

寄与を明らかにした。 

また、令和 2年度に構築した 3 号機プラントモデルと、光子及び中性子源モデルを用い

た放射線輸送計算を行い、ペデスタル内における線量率、フルエンス率、エネルギースペ

クトルに関する情報を取得した。さらに、積算中性子線量計の放射線照射試験を実施し、

照射量等の条件を変えた場合のデータを取得した。 

結果として、ペデスタル内で重要となる核種（137Cs や 154Eu など）のピークや水素の（n，

γ）反応によるピークなどを確認できた。また、積算中性子線量計の放射線照射試験では、

積算線量に大きなフルエンス率依存性がないことや、線量計の事前校正の必要性などを確

認することができた。 

 

(4) 研究推進 

研究代表者の下で各研究項目間並びに CLADS などとの連携を密にして、研究を進めた。

また、研究実施計画を推進するための打ち合わせや会議等を、英国側実施機関との打ち合

わせを含め、開催した。 

 

最終年度である令和 4年度の業務成果の概要は、以下のとおりである。 

(1) 高耐放射線小型高効率中性子センサの開発（再委託先：高エネ研） 

微弱な信号を検出する中性子センサ MSND の計測に適した信号処理回路の実機製作を実

施し、現実的な UUV 搭載に向けた全体のシステムを検討した。また、国内の中性子照射場

を利用して検出器システムの中性子応答の評価を行い、最終的な性能結果をまとめた。 
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(2) UUV プラットホームの開発 

① 燃料デブリマッピングツールの開発 

デブリマッピングツール（開発する中性子センサ、水中カメラ、ソナー）が連動する

ための通信制御系を作製した。さらに、UUV プラットホームと操作者間で中性子計数値

を含めた燃料デブリマッピングツールの出力データを通信できるようなインターフェ

ースを作製し、動作試験を行った。 

 

② UUV プラットホームの開発 

PCV内でのUUVの位置を特定する自己測位システムの精度検証試験を進めた。さらに、

得られる位置情報が(2)①の燃料デブリマッピングツールと VR システムで連動するイン

ターフェース系を作製し、動作試験を行った。 

なお、日英連携として、燃料デブリサンプリング時の姿勢制御が可能な UUV について

英国側と連絡を取りながら実現を目指したが、UUV プラットホームに英国側担当の燃料

デブリサンプリングツールを統合することはできなかった。 

 

上記(2)①において、日本側で担当する燃料デブリマッピングツールの動作試験を実

施し、UUV プラットホームと操作者間で出力データを共有できるようなインターフェー

スの動作を確認できた。日英連携として、メール、ウェブ会議を重ねて進捗を共有し、

UUV プラットホームに燃料デブリサンプリングシステムを統合できるような運用策定の

ための議論を重ねたが、英国側担当の燃料デブリサンプリングツールの開発がコロナ禍

等の影響により、業務計画として予定した時期までに完了できなかった。このため、燃

料デブリサンプリングツールと燃料デブリ探査・マッピング機能を有する UUV プラット

ホームを統合化した最終段階の総合試験は、実施することができなかった。 

 

(3) 放射線環境シミュレーション及び積算中性子線量計の特性評価（連携先：原子力機構） 

事故当時の 1F 3 号機には MOX 燃料（Mixed Oxide Fuel：混合酸化物燃料）が部分装荷

されていたことから、MOX 燃料と UO2燃料の燃焼組成（放射線源）の違いに着目し、MOX 燃

料由来の燃料デブリを検知する手法の開発を目指した解析的検討を行った。 

令和 3 年度に引き続き、積算中性子線量計の照射条件を変更した照射試験を実施した。

また、計算による中性子検出性能の検討を行い、その検討結果を踏まえた積算中性子線量

計の UUV への搭載方法を決定した。 

 

(4) 研究推進 

研究代表者の下で各研究項目間並びに CLADS 等との連携を密にして、研究を進めた。ま

た、研究実施計画を推進するための打ち合わせや会議等を、英国側実施機関との打ち合わ

せを含め、開催した。 

 

以上、3 ヵ年計画の 3 年目である本年度の業務項目のうち、日本側単独で実施できる事項は

概ね全て実施した。その一方、国際共同研究として英国側担当事項の実施結果を受けて実施

することを予定していた日本側の実施事項については、英国側担当事項がコロナ禍等の影響

により当初予定した時期までに完了できなかったために、一部断念せざるを得なかった。委

託研究契約の実施期間を延長して所期の目標を達成することも検討したが、英国側が令和 5 

x 
 

情報を基に、令和 4 年度の信号処理回路では修正・変更を実施し、実機の検出器を完成さ

せた。 

 

(2) UUV プラットホームの開発 

① 燃料デブリマッピングツールの開発 

 令和 2 年度に引き続き、マッピング構成要素（開発する中性子センサ、水中カメラ、

ソナー等）と遠隔操作側のプラットホーム間の通信・制御回路の仕様について検討を実

施した。さらに、UUV と遠隔操作側のプラットホーム間における中性子センサの計数デ

ータ、水中カメラ及びソナーの撮像データを通信するためのインターフェースを検討し

た。その結果、各種センサにより、データのポスト処理時間が大幅に異なるため、タイ

ムスタンプの共有化が困難であること及びインターフェースは実際に UUV を運用する手

順に沿うのが適切であることが分かった。 

② UUV プラットホームの開発 

 慣性測定ユニット（Next Generation Inertial Measurement Unit：以下、NGIMU と略

記。）の出力データを用いて、UUV の移動距離や姿勢を求める慣性航法演算処理プログラ

ムを整備し、各種の移動体に NGIMU を搭載して位置推定の適用性検討を実施した。その

結果、IMU を搭載する移動体によって角速度への影響が異なること、測定時間の積分範

囲により位置推定の誤差蓄積の影響が変動することが判明し、位置推定の精度向上のた

めの手がかりを得た。 

 

(3) 放射線環境シミュレーション及び積算中性子線量計の特性評価（連携先：原子力機構） 

燃料デブリの線源特性を明らかにするため、ベータ崩壊に由来する制動 X 線及び消滅ガ

ンマ線並びに自発核分裂及び（α,n）反応に由来する中性子線を導入し、これらの核種別

寄与を明らかにした。 

また、令和 2年度に構築した 3 号機プラントモデルと、光子及び中性子源モデルを用い

た放射線輸送計算を行い、ペデスタル内における線量率、フルエンス率、エネルギースペ

クトルに関する情報を取得した。さらに、積算中性子線量計の放射線照射試験を実施し、

照射量等の条件を変えた場合のデータを取得した。 

結果として、ペデスタル内で重要となる核種（137Cs や 154Eu など）のピークや水素の（n，

γ）反応によるピークなどを確認できた。また、積算中性子線量計の放射線照射試験では、

積算線量に大きなフルエンス率依存性がないことや、線量計の事前校正の必要性などを確

認することができた。 

 

(4) 研究推進 

研究代表者の下で各研究項目間並びに CLADS などとの連携を密にして、研究を進めた。

また、研究実施計画を推進するための打ち合わせや会議等を、英国側実施機関との打ち合

わせを含め、開催した。 

 

最終年度である令和 4年度の業務成果の概要は、以下のとおりである。 

(1) 高耐放射線小型高効率中性子センサの開発（再委託先：高エネ研） 

微弱な信号を検出する中性子センサ MSND の計測に適した信号処理回路の実機製作を実

施し、現実的な UUV 搭載に向けた全体のシステムを検討した。また、国内の中性子照射場

を利用して検出器システムの中性子応答の評価を行い、最終的な性能結果をまとめた。 
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年度は対応できないとのことであったため、本年度に完了できた事項をもって本業務を終了

とすることにした。なお、国内での実施結果からすると、英国から燃料デブリサンプリング

ツールが提供されていれば当初の目的を達成できたものと考えられる。 
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1. はじめに 

1F の事故対応は、事故当初の緊急的対応のフェーズを脱却し、東電 HD が掲げた「福島第一原

子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」に基づいた中長期的な廃止措置にフェ

ーズが移行してきた。事故時の炉心溶融の際に、原子炉構造材と核燃料が溶け合い、再度固ま

って生成した燃料デブリは、現在、比較的安定した状態を維持しているが、中長期的視点では、

施設の経年劣化からリスクが増大する可能性を否めない。そこで、安全かつ早急に取り出され

る必要がある。 

燃料デブリの取り出し作業工程に高い安全性と作業効率を持たせて策定するには、炉内の燃

料デブリの分布状況を知っておく必要がある。そこで、内部調査、ミュオン測定が実施された

が、燃料デブリが原子炉圧力容器（Reactor Pressure Vessel：以下、RPV と略記。）底部のみな

らず、PCV 下部まで存在していることが推測されている。平成 29 年 3 月に実施された 1 号機の

内部調査（わかさぎロボット、水位約 2 m）では、ペデスタル外周辺部のグレーチング位置から

PCV 底部近くまでの調査が行われ、水中底部までのカメラ映像と線量率（約 0.1～11 Gy/h）が

取得された。他方、平成 29 年 7 月に実施された 3 号機の内部調査（マンボウロボット、水位約

6 m）では、水没しているペデスタル内部における構造材の破損状況や燃料デブリらしき大量の

堆積物がカメラ映像により確認された。PCV からの冷却水の漏洩が多い 2 号機では、平成 30 年

1～2 月の内部調査（テレスコピック式調査装置、気中）により、ペデスタル内部の詳細な映像

と線量率（約 7 Gy/h）が得られた。さらに、平成 31 年 2 月の接触調査により 2 号機ペデスタ

ル内の堆積物の一部は固着していないことが確認され、アーム型アクセス・調査装置による少

量採取とその後の化学分析が計画されている。しかし、これまでの内部調査では、映像で見ら

れたいずれの堆積物も U や Pu を含んだ燃料デブリである確証は得られていない。 

そこで、燃料デブリの分布状況に加え、複数地点で燃料デブリを少量採取して分析し、物性、

化学特性を知ることができれば、取り出し作業を格段に加速化することに貢献できる。 

本研究では、日本と英国の 2 国間共同研究体制の下、高耐放射線中性子センサとソナー等を

搭載した無人航走体 UUV ベースの燃料デブリサンプリング技術を開発する。 

日本側では、高ガンマ線環境下で局所的な中性子束の変化を観測しながら燃料デブリの位置

を特定し、切削対象とする水中試料を選定するための中性子センサを開発する。また、高放射

線量環境で作業員が直接アクセスできない作業現場において、作業性と視認性を向上させるた

めの UUV 自己測位システムと VR 技術を駆使した遠隔操作支援技術を開発する。 

英国側は、強力な切削能と収集能を有したエンドエフェクタと水中マニピュレータの開発を

担当する。また日英共同で、これらを UUV ベースの水中ロボットに搭載・統合することによっ

て「燃料デブリサンプルリターン技術」の確立を目指す。 

 

本研究では、上記目的を達成するために以下の要素技術を開発し、それらを日英共同研究体

制で統合させる。以下に、各要素技術の達成目標を記載する。 

 

(1) 高耐放射線小型高効率中性子センサの開発（再委託先：高エネ研） 

 デブリ取り出し作業では、取り出し箇所周辺の局所的な中性子束を測定することで、燃

料デブリ位置と刻々と変化する可能性がある燃料デブリの状態を連続監視する必要があり、

燃料デブリセンサの中性子に対する感度向上が必要である。そのために、半導体微細加工

技術によってガンマ線由来の二次電子に対する感度を低減させ中性子検出効率を大幅に向

上させた MSND と高ガンマ線環境下（～100 Gy/h）でも正常に動作する耐放射線集積回路を

組み合わせ、高耐放射線小型高効率中性子センサを開発する。 
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年度は対応できないとのことであったため、本年度に完了できた事項をもって本業務を終了

とすることにした。なお、国内での実施結果からすると、英国から燃料デブリサンプリング

ツールが提供されていれば当初の目的を達成できたものと考えられる。 
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(2) UUV プラットホームの開発 

前項(1)で開発する中性子センサを水中カメラ及びソナーと組み合わせることで、燃料デ

ブリマッピングツールを開発する。さらに、英国側が開発する燃料デブリ取り出しツール

と日本側の燃料デブリマッピングツールを UUV ベースのプラットホームで統合させる。ま

た、UUV の炉内位置を割り出す測位システムを開発し、UUV の目となる光学カメラ、ソナー

による撮像情報、中性子センサの計数情報を VR システムへ投影することによって、作業者

の遠隔操作を視覚的に支援する。これらに関連する試験は、原子力機構 楢葉遠隔技術開発

センター（以下、NARREC と略記。）のロボット試験用水槽等で実施する。 

 

(3) 放射線環境シミュレーション及び積算中性子線量計の特性評価（連携先：原子力機構） 

PHITS 等の粒子輸送モンテカルロ計算により、燃料デブリ性状（溶融デブリや MCCI

（Molten Core Concrete Interaction：溶融炉心・コンクリート相互作用）デブリ）やそ

の配置等を変えたシミュレーションを行い、PCV 内部及び収納管周辺のガンマ線及び中性

子線の特性（強度、スペクトル、検出器応答など）を取得し、1F 現場で予想される詳細な

放射線場の情報や有効な燃料デブリ検知方法を、英国を含む他機関の検出器開発者及び遠

隔ロボット開発者と共有する。 

 

(4) 燃料デブリサンプリングツール開発（英国側担当） 

燃料デブリサンプリングツールとして、取り出し並びに回収機構を備えたエンドエフェ

クタとその位置を制御するマニピュレータをそれぞれ開発する。マニピュレータは、水深

10 m、24 時間駆動可能で、6 自由度を持たせ、折りたたみ機能を有するものを開発する。

さらに、サンプリングを半自動化するためのアルゴリズムを設計し、システムに実装する。 
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2. 業務計画 

2.1 全体計画 

 本業務の全体計画図を図 2.1-1 に示す。また、英国側の全体計画図を図 2.1-2 に示す。 

 

図 2.1-1 本業務の全体計画図 

図 2.1-2 英国側の全体計画図（WP1, 3, 4 を英国が担当、WP2a, b を日本が担当。） 
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(2) UUV プラットホームの開発 

前項(1)で開発する中性子センサを水中カメラ及びソナーと組み合わせることで、燃料デ

ブリマッピングツールを開発する。さらに、英国側が開発する燃料デブリ取り出しツール

と日本側の燃料デブリマッピングツールを UUV ベースのプラットホームで統合させる。ま

た、UUV の炉内位置を割り出す測位システムを開発し、UUV の目となる光学カメラ、ソナー

による撮像情報、中性子センサの計数情報を VR システムへ投影することによって、作業者

の遠隔操作を視覚的に支援する。これらに関連する試験は、原子力機構 楢葉遠隔技術開発

センター（以下、NARREC と略記。）のロボット試験用水槽等で実施する。 

 

(3) 放射線環境シミュレーション及び積算中性子線量計の特性評価（連携先：原子力機構） 

PHITS 等の粒子輸送モンテカルロ計算により、燃料デブリ性状（溶融デブリや MCCI

（Molten Core Concrete Interaction：溶融炉心・コンクリート相互作用）デブリ）やそ

の配置等を変えたシミュレーションを行い、PCV 内部及び収納管周辺のガンマ線及び中性

子線の特性（強度、スペクトル、検出器応答など）を取得し、1F 現場で予想される詳細な

放射線場の情報や有効な燃料デブリ検知方法を、英国を含む他機関の検出器開発者及び遠

隔ロボット開発者と共有する。 

 

(4) 燃料デブリサンプリングツール開発（英国側担当） 

燃料デブリサンプリングツールとして、取り出し並びに回収機構を備えたエンドエフェ

クタとその位置を制御するマニピュレータをそれぞれ開発する。マニピュレータは、水深

10 m、24 時間駆動可能で、6 自由度を持たせ、折りたたみ機能を有するものを開発する。

さらに、サンプリングを半自動化するためのアルゴリズムを設計し、システムに実装する。 
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2.2 実施体制 

実施体制を図 2.2-1 に示す。 

 
図 2.2-1 実施体制図 
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2.3 令和 4年度の成果の目標及び業務の実施方法 

 令和 4 年度の成果の目標及び業務の実施方法の概要を以下に示す。 

(1) 高耐放射線小型高効率中性子センサの開発（再委託先：高エネ研） 

微弱な信号を検出する中性子センサ MSND の計測に適した信号処理回路の実機製作を実

施し、現実的な UUV 搭載に向けた全体のシステムを検討する。また、国内の中性子照射場

を利用して検出器システムの中性子応答の評価を行い、最終的な性能結果をまとめる。 

 

(2) UUV プラットホームの開発 

① 燃料デブリマッピングツールの開発 

燃料デブリマッピング構成要素（開発する中性子センサ、水中カメラ、ソナー）が連

動するための通信制御系を作成する。さらに、UUV プラットホームと操作者間で中性子

計数値を含めたマッピングツールの出力データを通信できるようなインターフェースを

作成し、総合試験を実施する。 

② UUV プラットホームの開発 

PCV内でのUUVの位置を特定する自己測位システムの精度検証試験を進める。さらに、

得られる位置情報が(2)①の燃料デブリマッピングツールと VR システムで連動するイン

ターフェース系を作成し、総合試験を実施する。 

また、日英連携として、燃料デブリサンプリング時の姿勢制御が可能な UUV を英国側

と連絡を取りながら実現する。 

 

(3) 放射線環境シミュレーション及び積算中性子線量計の特性評価 

  （連携先：原子力機構） 

事故当時の 1F 3 号機には MOX 燃料が部分装荷されていたことから、MOX 燃料と UO2燃

料の燃焼組成（放射線源）の違いに着目し、MOX 燃料由来の燃料デブリを検知する手法の

開発を目指した解析的検討を行う。 

令和 3 年度に引き続き、積算中性子線量計の照射条件を変更した照射試験を実施する。

また、計算による中性子検出性能の検討も踏まえ、積算中性子線量計の UUV への搭載方法

を決定する。 

 

(4) 研究推進 

研究代表者の下で各研究項目間並びに CLADS 等との連携を密にして、研究を進める。ま

た、研究実施計画を推進するための打ち合わせや会議等を、英国側実施機関との打ち合わ

せを含め、開催する。 
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2.2 実施体制 

実施体制を図 2.2-1 に示す。 

 
図 2.2-1 実施体制図 
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3. 実施内容及び成果 

3.1 高耐放射線小型高効率中性子センサの開発（再委託先：高エネ研） 

   （令和 2 年度～令和 4 年度） 

【令和 3 年度までの概要】 

我々は、小型中性子センサとして米国カンザス大学において開発された、薄型 PIN シリ

コン半導体検出器の表面をストライプ状に微細加工し、その隙間に 6LiF 中性子コンバータ

を配置した多層 MSND に着目した。令和 3 年度では、小型の検出器システムを実現するため

に、微細集積回路プロセスを用いて製作した ASIC（Application Specific Integrated 

Circuits：信号処理用専用集積回路）の性能評価を実施し、MSND との接続試験を実施した。

それと並行して、国内の中性子照射場を利用してパルス計測型の MSND センサの中性子応答

の評価を行った。また、パルス計測方式と比較して、より高線量環境に適用できる可能性

のある電荷積分型の MSND センサを開発した。最後に、国内の 60Co 照射施設を利用し、高線

量下での検出器応答の評価を実施した。 

 

【令和 4 年度の実施内容及び成果】 

令和 3 年度の ASIC の性能評価結果を基に、水中 ROV（Remote Operated Vehicle：遠隔

操作無人探査機）への搭載を想定した実機 ASIC（LTARS16A）を設計・製作した。表 3.1-1

に今回の設計で使用した CMOS（Complementary Metal Oxide Semiconductor：相補性金属

酸化膜半導体）プロセスの仕様をまとめた。令和 3 年度までの Silterra 社の CMOS プロセ

スは、新型コロナウイルスの影響に伴う半導体不足の影響で、試作サービスの利用が停止

したため、急遽、代替プロセスとして TSMC 社の 180 nm CMOS プロセスを使用して、コアと

なるアナログ回路セルに関してはゼロから設計を行った。 

 

表 3.1-1 CMOS プロセスの仕様 

 
 

(1) 実機チップ（LTARS16A） 

図 3.1-1 に、ASIC のブロックダイアグラムを示す。1 チップには、センサからの信号を

16 チャンネル分処理するアナログ部と、その出力をデジタル処理するデジタル部を内蔵

する。アナログ部の各チャンネルは電荷有感型増幅回路と 2 種類のゲインを持つ波形整形

回路（HG：High Gain、LG：Low Gain）、そして ADC（Analog to Digital Converter：アナ

ログ－デジタル変換器）で構成されている。信号処理回路のノイズ特性やダイナミックレ

ンジは、令和 3 年度までに得られたアナログ性能を達成するように設計している。デジタ

ル部では、HG、LG のアナログ波形が時間連続的に 8 bit ADC でデジタル化されたデータ

をリングバッファへ格納する。データ処理の方法としては、ROV 中での使用を想定し、「ト

リガーモード」と「連続モード」の 2 種類を実装している。トリガーモードは、ASIC 外部

からトリガー信号を入力した場合のみ、読み出し処理が開始され、シリアライザーブロッ

クがリングバッファからデータを取り出し、シリアル化してデータを出力する。これは、

MSND 以外の検出器によるイベント同期や、ROV の位置情報と時間同期することを想定して 
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いる。連続モードの場合は、16 チャンネルあるうちの選択した 2 チャンネルのみ、時間

連続的にデータを常にシリアル化して出力するモードである。 

 

 
図 3.1-1 LTARS16A のブロックダイアグラム 

 

図 3.1-2、図 3.1-3 に、アナログ部の信号処理波形のシミュレーション結果を示す。図

中の typ、fast、slow は半導体の製造過程で生じるデバイス特性のばらつきを考慮したも

ので、nmos、pmos 両方のトランジスタの動作特性が遅い slow の場合であっても波形のピ

ーキングタイムが 1 µs 程度に収まるように設計されていることが分かる。HG では 80 fC

までの入力電荷に対して波高値の線形性が確保されており、LG では 1600 fC まで確保し

ている。LTARS16A チップでアナログ回路のゲインを 2 種類用意したのは、MSND からの信

号が純粋な中性子からのイベントだけでなく、ガンマ線のイベントも含まれるため、波形

の形や波高値情報から中性子イベントのみを抽出する必要があるためである。 

 

 
図 3.1-2 LTARS16A の HG のアナログ波形 

（入力部には、MSND の検出器容量 300 pF を加えている。シミュレーションは製造ばら

つきを考慮したトランジスタパラメータの違いを示しており、それぞれ typical, fast, 

slow の場合を表す。入力電荷は 4 種類を入力しており、typ を例にとると 20 fC(シアン), 

40 fC (緑), 60 fC (マゼンタ), 80 fC (青)を入力している。） 

 

Nam e Vis Corner Vtp

/MON_ HG

 /MON_ HG
 

tsm c18 _ slow _ w orst -0 .0 1

 /MON_ HG
 

tsm c18 _ slow _ w orst -0 .0 2

 /MON_ HG
 

tsm c18 _ slow _ w orst -0 .0 3

 /MON_ HG
 

tsm c18 _ slow _ w orst -0 .0 4

1.45

1.25

1.05

0.85

0.65

V
 (

V
)

/MON_ HG

 /MON_ HG
 

tsm c18 _ typ -0 .0 1

 /MON_ HG
 

tsm c18 _ typ -0 .0 2

 /MON_ HG
 

tsm c18 _ typ -0 .0 3

 /MON_ HG
 

tsm c18 _ typ -0 .0 4

1.45

1.3

1.1

0.9

0.7

0.5

V
 (

V
)

/MON_ HG

 /MON_ HG
 

tsm c18 _ fa st_ b est -0 .0 1

 /MON_ HG
 

tsm c18 _ fa st_ b est -0 .0 2

 /MON_ HG
 

tsm c18 _ fa st_ b est -0 .0 3

 /MON_ HG
 

tsm c18 _ fa st_ b est -0 .0 4

1.5

1.3

1.1

0.9

0.7

0.5

0.3

V
 (

V
)

7.57.06.56.05.55.04.54.03.53.02.52.01.51.00.50.0
time (us)

ty p

f a s t

s lo w

3-1 
 

3. 実施内容及び成果 
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量下での検出器応答の評価を実施した。 

 

【令和 4 年度の実施内容及び成果】 
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図 3.1-3 LTARS16A の LG のアナログ波形 

（入力部には、MSND の検出器容量 300 pF を加えている。入力電荷は 400 fC (薄紫),  

800 fC (緑), 1200 fC (紫), 1600 fC (薄緑)を入力している。） 

 

 

図 3.1-4 に LTARS16A チップと評価基板の写真を示す。評価基板には MSND を 2 枚実装

してあり、それぞれ ASIC と DC 結合/AC 結合で接続されている。ASIC に必要なバイアス

電圧等はフラットケーブルで接続される FPGA（Field Programmable Gate Array（現場

で書き換え可能な大規模集積回路））ボード及びアダプタボードから供給される。こうし

た構造によって MSND と ASIC の放射線耐性試験や、ROV に搭載するために要求されるコ

ンパクトさを満たすことができる。図 3.1-5 に、ASIC 基板と FPGA 基板、そして 2 つを

接続するアダプター基板を示す。RCV の搭載のためのアクリル容器（直径 10.14 cmφ、

長さ 30 cm）に 3 種類の基板すべてが収まるようになっている。シミュレーションで得

られた LTARS16A の性能値に関しては、表 3.1-2 にまとめている。 

 

 

 
図 3.1-4 LTARS16A チップと評価基板の写真 
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図 3.1-5  UUV に搭載する基板の写真 

（左：ASIC 基板、中：アダプター基板、右：FPGA 基板） 

 

 

表 3.1-2 LTARS16A の性能のまとめ 

 
 

(2) 電流型 MSND 中性子センサの改造及び 252Cf 線源を用いた中性子照射試験 

令和 3 年度に開発した電流型 MSND 中性子センサの改造を実施した。令和 3 年度に開発

した中性子センサは、MSND のリーク電流を除去するために、MSND と積分器間を AC 結合と

し、直流成分を通過させない仕様としていた。一方、令和 3 年度の京都大学複合原子力科

学研究所 60Co 照射施設での照射試験において、この積分回路系では、1 Sv/h 相当の高線

量環境下では、検出器出力がパルス状ではなく直流的な出力となり、リーク電流と同様に

除去されるために測定不能になることが判明した。この試験結果を受けて、令和 4年度に

は、中性子センサ回路系の AC 結合を DC 結合に変更した。この仕様変更により MSND のリ

ーク電流は除去されなくなるが、リーク電流の寄与分は別途評価することが可能であるた

め、実用上の問題はないと考えた。 

さらに令和 4 年度には、積分型電荷増幅器における積分電荷が設定電荷分増加するごと

に、本中性子センサから 1 個のパルス（TTL（Transistor Transistor Logic：トランジス

タ・トランジスタ・ロジック））が出力されるように改造を施した。UUV 搭載できるような

仕様の実機を製作し、上記の仕様変更を施した電流型 MSND に対して、産業技術総合研究

所（以下、産総研と略記。）の技術協力の下で 252Cf 線源による中性子照射試験を実施した。

本試験では、改造後の電流型 MSND 中性子センサの中性子照射時における動作確認を行う

とともに、出力パルスレートから中性子強度に得るための換算定数の導出を試みた。

3-3 
 

 
図 3.1-3 LTARS16A の LG のアナログ波形 

（入力部には、MSND の検出器容量 300 pF を加えている。入力電荷は 400 fC (薄紫),  

800 fC (緑), 1200 fC (紫), 1600 fC (薄緑)を入力している。） 

 

 

図 3.1-4 に LTARS16A チップと評価基板の写真を示す。評価基板には MSND を 2 枚実装

してあり、それぞれ ASIC と DC 結合/AC 結合で接続されている。ASIC に必要なバイアス

電圧等はフラットケーブルで接続される FPGA（Field Programmable Gate Array（現場

で書き換え可能な大規模集積回路））ボード及びアダプタボードから供給される。こうし

た構造によって MSND と ASIC の放射線耐性試験や、ROV に搭載するために要求されるコ

ンパクトさを満たすことができる。図 3.1-5 に、ASIC 基板と FPGA 基板、そして 2 つを

接続するアダプター基板を示す。RCV の搭載のためのアクリル容器（直径 10.14 cmφ、

長さ 30 cm）に 3 種類の基板すべてが収まるようになっている。シミュレーションで得

られた LTARS16A の性能値に関しては、表 3.1-2 にまとめている。 

 

 

 
図 3.1-4 LTARS16A チップと評価基板の写真 

 

 

Nam e Vis Corner Vtp

/MON_ LG

 /MON_ LG  tsm c18 _ ty p -0 .2

 /MON_ LG  tsm c18 _ ty p -0 .4

 /MON_ LG  tsm c18 _ ty p -0 .6

 /MON_ LG  tsm c18 _ ty p -0 .8

1.5

1.3

1.1

0.9

0.7

0.5

0.3

V
 (

V
)

/MON_ LG

 /MON_ LG  tsm c1 8 _ slow _ w orst -0 .2

 /MON_ LG  tsm c1 8 _ slow _ w orst -0 .4

 /MON_ LG  tsm c1 8 _ slow _ w orst -0 .6

 /MON_ LG  tsm c1 8 _ slow _ w orst -0 .8

1.45

1.25

1.05

0.85

0.65

0.45

V
 (

V
)

/MON_ LG

 /MON_ LG  tsm c18 _ fa st_ b est -0 .2

 /MON_ LG  tsm c18 _ fa st_ b est -0 .4

 /MON_ LG  tsm c18 _ fa st_ b est -0 .6

 /MON_ LG  tsm c18 _ fa st_ b est -0 .8

1.5

1.3

1.1

0.9

0.7

0.5

0.3

0.1

V
 (

V
)

109.08.07.06.05.04.03.02.01.00.0
time (us)

ty p

f a s t

s lo w

P.H .( ty p ) : 2 6 9 .0  m V  @ 4 0 0  f C  

P.H . ( f a s t) : 3 1 8 .1  m V  @ 4 0 0  f C  

P.H . (s lo w ) : 2 3 1 .5  m V  @ 4 0 0  f C

 

JAEA-Review 2024-020

- 39 -



3-5 
 

図 3.1-6 に、本試験の照射体系の写真を示す。MSND 用信号処理回路をパッケージング

した筺体の上部にポリエチレンブロックを載せ、ブロック上に 252Cf 中性子線源を設置し

た。本ポリエチレンブロックは、核分裂中性子を減速して熱中性子を生成させるために配

置した。なお、252Cf 中性子線源の中性子放出率は 7.36×106 s-1 （令和 5 年 3 月 16 日時

点）である。 

 

 

 
 

図 3.1-6 中性子照射体系 

 

令和 3 年度成果報告書で述べたように、本中性子センサは、MSND と電荷積分回路を内

包するモニター部と、電流積分のリセットと PC へのデータ出力を担うインターフェース

部（IF）で構成される。積分型電荷増幅器の出力信号は USB を介して PC に伝送すること

ができる。図 3.1-7 に、中性子照射時における積分型電荷増幅器の出力信号の例を示す。

令和 3 年度時点ではアノード読み出しであったが、令和 4 年度の AC 結合への変更に伴い

カソード読み出しとなった。これにより、積分形電荷増幅器の出力極性が反転している。

本試験では、積分型電荷増幅器にリセット電圧を送る閾値を-4000 mV に設定した。また、

積分形電荷増幅器の信号が-2 mV 増加するごとに 1個の TTL パルスを出力するように設定

した。 
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図 3.1-7 電流型 MSND センサの電荷積分器の出力信号 

 

図 3.1-8 に、PHITS で評価した MSND 位置での中性子スペクトルを示す。この中性子ス

ペクトル中の Cd カットオフエネルギー（0.5 eV）以下の中性子束を積分して、この中性

子スペクトルから本試験の熱中性子強度は 8.04×104 cm-1 s-2と評価された。 

図 3.1-9 に、中性子照射時の中性子センサの出力パルス数の推移を示す。熱中性子照射

時の出力パルスレートは 4.81±0.02 pulse s-1であった。次に、252Cf 中性子線源を格納

し、中性子線源なしの条件下でリーク電流による出力パルス数を測定したところ、パルス
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トは、線源ありなしの条件下で得たパルスレートの差し引きから評価できることが分かっ

た。 

また、本試験の機器設定（積分電荷が-2 mV 増加するごとに 1 個のパルスを出力すると

いう設定）の下では、本中性子センサの出力パルスレートから熱中性子強度を算出するた

めの換算定数は 1.96×104 neutrons/pulse と評価された。この換算定数は、本試験の熱

中性子強度（8.04×104 cm-1 s-2）を、出力パルスレートへの熱中性子の寄与分（0.41 pulse 

s-1）で除すことで導出した。 
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図 3.1-8 MSND 位置における中性子スペクトル計算値 

 

 
図 3.1-9 中性子照射時の電流型 MSND センサの出力 TTL パルス数の推移 

 

◆ まとめ 

微弱な信号を検出する中性子センサ MSND の計測に適した信号処理回路の実機を製作し

た。さらに、現実的に UUV に搭載できるように設計した。また、MSND 中性子センサの実用

を見据えて、一定の精度の中性子束で中性子を供給できる産総研の中性子標準照射施設を
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利用して検出器システムの中性子応答を評価し、高線量ガンマ線環境下で有効となる電流

モード測定における電流・中性子強度換算係数を導出した。 

本研究では、令和 2 年度に中性子線源とガンマ線源を用いて、従来のアナログ信号処理

回路を適用してデータ収集パラメータの最適化並びに MSND の中性子とガンマ線それぞれ

に対する応答の基礎データを取得した。また、MSND の信号処理に特化した耐放射線集積回

路を設計した。さらには、MSND の水中での中性子応答を評価するための水槽を設計・製作

した。 

令和 3 年度には、令和 2 年度の成果から導出した、信号処理回路の整形時定数に基づい

て、産総研の 252Cf 線源と設計・製作した水槽を用いて MSND の中での中性子に対する応答

を評価した。さらに、京都大学複合原子力科学研究所の 60Co 照射施設において、1 Gy/h 程

度のガンマ線線量率下において、中性子線源からの応答を観測し、中性子とガンマ線の弁

別可能性を確認した。また、1)水中下でのデブリ中性子測定位置における線量率がシミュ

レーションにより高々10 Gy/h 程度であること、2)MSND の素子サイズが 1.2 cm 角であり、
60Co に対する鉛の 1/10 価層が 4 cm で、検出器前面 2π方向に施す場合の遮蔽体重量が 70 

g 程度であるため軽量性を失わないことの 2 点から、PCV 内の水中でのガンマ線環境におけ

るデブリからの中性子・ガンマ線弁別測定を十分行えることを示した。さらに、MSND の信

号処理に特化した耐放射線集積回路を組み合わせた“検出器”としての動作を確認し、性

能改善に向けた実装方法や回路方式の改善点などの課題が抽出され、高線量下での放射線

耐性試験においては、信号出力の飽和を避けるための具体的な回路時定数の情報と、より

高放射線耐性を実現するための知見を得た。 

令和 4 年度には、さらに高線量になることに備え、MSND の電流モードによる測定手法に

ついても検討し、回路を設計・製作し、産総研の 252Cf 線源による照射実験から電流・中性

子強度換算係数を導出した。一方、耐放射線集積回路については、令和 3 年度までに得ら

れた知見を基に修正・変更を施す予定であったが、新型コロナウイルスの蔓延による世界

的な半導体部品の逼迫によって、令和 3 年度まで回路製作を請け負った業者から請負業者

を変更せざるを得なくなり、さらにゼロからの回路設計をせざるを得なくなったことで納

期の大幅な遅れがあった。ただ、基本的な性能確認では、問題なく作動することが確認で

きたため、開発した小型高効率中性子センサが実現できたと言える。 
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3.2 UUV プラットホームの開発（令和 2 年度～令和 4 年度） 

PCV 内での UUV の位置を特定する自己測位システムに関して、候補となる幾つかの自己測

位法について PCV 内に適用し、その際の課題抽出結果を基に、測位精度向上方策を講じた。 

 

3.2.1 燃料デブリマッピングツールの開発（令和 2 年度～令和 4 年度） 

【令和 2 年度の概要】 

令和 2 年度は、開発する中性子センサの運用方法として水中広角カメラ、ソナーなどと

の連動を念頭に、通信・制御回路並びにインターフェースの設計を検討した。実施した項

目の概要を以下に示す。 

(1) PCV 内状況のマッピングを行うための水中 LiDAR の機器選定 

PCV 内の状況をマッピングする構成要素の 1 つとして、ソナーの他に水中 LiDAR の採

用を検討し、機器選定を実施した。 

(2) 燃料デブリマッピングツールの通信・制御回路 

供給電源については、可能な限り UUV 搭載のバッテリーで対応できるような仕様とし

た。ツールを構成するセンサの出力信号の通信制御では、操作側と UUV 搭載センサ間で

計測データと制御データの双方向通信するために、各装置信号がスイッチングハブを介

して操作側の PC で動作できるように、UUV のシステム内で TCP/IP ネットワークを組む

仕様とした。中性子センサの検出信号については、高エネ研が開発する中性子検出器用

信号処理集積回路との接続を考慮する必要があったため、仕様が決まり次第検討するこ

ととした。 

(3) インターフェースの設計 

令和 2 年度は、1F のプラント内部の壁、構造物を点群データに変換した VR コンテン

ツデータを使用し、UUV の位置情報から UUV が位置する周辺の壁や構造物をヘッドマウ

ントディスプレイ上で VR を構築するシステムに、ソナーの出力データを点群データに

変換し、投影する機能を追加した。これによって、図 3.2.1-1 に示すように時系列ごと

の位置座標を入力した際に、位置座標に対応するシーンデータを呼び出して、適切な視

野で VR システム上に投影することを可能にした。 

 

 
図 3.2.1-1 ROV 位置（左）と ROV 位置に対応したシーンデータ（右）[3.2-1] 
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【令和 3 年度の概要】 

令和 3 年度は、燃料デブリマッピングツールの通信・制御回路の仕様について、令和 2

年度に引き続き設計検討を続けた。 

(1) LiDAR スキャン機構の改良並びにスキャンデータからの 3D 点群データ作成方法の検

討 

LiDAR（Light Detection And Ranging：光による検知と測距）スキャン機構に使用し

ている MEMS（Micro Electro Mechanical Systems：微小電気機械システム）ミラーの共

振周波数や位相遅れが温度に伴って変化するため、変化に応じた周波数と位相遅れ調整

値の補正が必要になった。そこで、MEMS ミラーの共振周波数・位相遅れの温度特性を評

価し、MEMS ミラー内の温度センサから温度を読み取って、温度補正するファームウェア

を作成した。 

また、測定データの点群データを描画した際に測定対象物がない位置にもゴースト画

像が発生したので、LiDAR の制御系に受光信号の立ち上り・立ち下り時間、MEMS の角度

情報をメモリに書き込み・読み出しする際のデータ長を修正することで、ゴースト画像

を発生させなくした。 

(2) 燃料デブリマッピングツールの通信・制御回路の仕様検討 

① 電源系 

海技研が所有する UUV は、リチウムイオンバッテリー（公称 14.8 V、18 Wh、266.4 

Wh）を搭載し、8 つのスラスターから構成される UUV 動力系（以下、動力系と略記。）

とマッピングツールの通信・制御回路系の 2 系統に電力を供給できる仕様になってい

る。通信・制御回路の動作はバッテリーによる電力供給を基本とした。なお、燃料デ

ブリマッピングツールで使用する水中ソナー、水中カメラは、両方とも最大消費電力

5 W である。一方、動力系の平均消費電力は 18 W で、最大瞬間消費電力は 180 W であ

る。ただし、実作業を想定した場合、スラスターをすべて最大出力にして常時運転す

ることは、ほとんどないと推察されるため、バッテリーからの給電で充分であると判

断した。 

また、LiDAR の消費電力は 15 W 以下であり、先述のリチウムイオンバッテリーで対

応できるものの、動力系と同一にした場合のノイズ混入を避けるため、UUV 動力系と通

信制御回路系の 2 系統と切り離して商用電源から給電できる仕様にした。中性子セン

サについても、高エネ研との協議から、消費電力が高々20 W であるが LiDAR 系と同様

のノイズ混入から別途給電できる仕様とした。 

② 通信・制御系 

令和 3 年度の事業年度開始当初、燃料デブリマッピングツールを構成するソナー、

中性子センサ、水中カメラ、IMU 及び LiDAR の通信制御系を同一の水密容器に収納し

て、UART（Universal Asynchronous Receiver/Transmitter：汎用非同期送受信機）・

TCP/IP 変換回路を経て、1 本のテザーケーブルで統合して、PC に送信することを想定

していた。しかし、令和 3 年度事業年度の終了間際、世界的な半導体部品の枯渇が発

生し、信号の通信制御をするための FPGA 回路が入手できないリスクが非常に大きくな

ったことを受け、プラットホームに搭載するセンサ類は、それぞれ単独の水密容器に

格納することにした。中性子センサ並びに処理回路と信号処理用の FPGA を単独の水密

容器にまとめて収納し、LiDAR の通信・制御系回路についても、投光・受光部、スキャ

ン部などと一緒に単独の水密ポッドに収納し、それぞれの信号・情報を PC に送信する

こととした。 
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(3) インターフェースの設計 

令和 2 年度のインターフェースの設計に基づき、リアルタイム処理について着目した

インターフェースを検討した。中性子センサの出力間隔は数秒程度と即応性があるもの

の、測位システムについては、プログラムによる出力値の計算時間が必要となり、長い

ものだと 1 測定点につき出力間隔が 10 分程度にもなると予測される。このため、セン

サ間でのタイムスタンプの共有化は非常に難しいことが判明した。水中カメラによる映

像、ソナーの反射音響画像については、比較的短時間での撮像が可能であり、中性子セ

ンサの出力間隔とも大幅な差がないことから、これらカメラ映像やソナー音響画像と、

VR 映像の比較により自己測位を調査する運用を可能にすることが現実的であると判断

した。また、LiDAR に関しては撮像データを送信するためのインターフェースを設計し

た。 

 

【令和 4 年度の実施内容及び成果】 

令和 4 年度では、令和 3 年度の仕様検討に基づき、燃料デブリマッピングツールの通

信・制御回路を製作し、UUV 用の水密ポッドに封入するとともに、プラットホームとの通

信・電源ケーブルと接続した。 

(1) LiDAR スキャンデータから 3D 点群データへの変換ソフト作成 

LiDAR との通信（コマンド送信）/データ取得/データ変換/点群表示機能を盛り込んだ

ビューアソフトを作成した。従来はデータ変換する際のオフライン処理で 3D 点群の表

示まで計 10 分程度を要したが、更新したビューアソフトを用いることで処理時間を大

幅に短縮でき、3D 点群のリアルタイム表示が可能となった。図 3.2.1-2 は、小型水槽に

形状模擬デブリを設置し、LiDAR で撮像した 3D 点群データを示している。 

 

 
 

図 3.2.1-2 水槽中の形状模擬デブリと LiDAR で撮像した 3D 点群データ 

 

(2) 燃料デブリマッピングツール構成要素の通信・制御系の製作 

燃料デブリマッピングツール構成要素である中性子センサ、水中カメラ、LiDAR、ソナ

ーと UUV プラットホームの間の通信・制御を行うための通信・制御回路を製作し、UUV プ

ラットホームとの通信ケーブルを接続した。また、水中カメラは UUV 専用の通信・制御

ポッドに封入し、UUV 専用の通信・制御ポッドには集約せず、付属の専用ケーブルでプ

ラットホームに接続した。 

(3) UUV と遠隔操作するための UUV プラットホーム間のインターフェースの製作 

大量のデータを送信する LiDAR やソナーを除いた他のセンサの送信については、UUV

内で LAN(TCP/IP)ネットワークを構築したことにより、スイッチングハブで信号を集約

することができた。動作試験については、3.2.2 項の(4)において詳述する。 
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① 慣性測定ユニット(IMU) 

IMU は、英国 x-io Technologies 社製の MEMS 型の NGIMU を用い、そのデータ収集で
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④ ソナー 
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図 3.2.1-3 中性子センサ専用ポッドのシステム模式図 

 

 

3.2.2 UUV プラットホームの開発（令和 2 年度～令和 4年度） 

PCV 内での UUV の位置を特定する自己測位システムに関して、幾つかの候補について PCV

内に適用し、その際の課題抽出結果を踏まえて、測位精度向上方策を講じた。 
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【令和 2 年度の概要】 

令和 2 年度においては、光学式測位システム[3.2-2]と海洋で使用される音響測位システ

ムを PCV 内へ適用した際の課題を抽出し、測位精度向上方策を検討した。 

光学式測位システムは、予測精度が良好であるものの、天頂カメラやマーカーの設置等

が必要なこと、サンプル取り出し時に周辺の濁度が上昇し、光学的なセンサが使用できな

いことから、1F の PCV 内環境条件への適用が難しいと予測された。一方、海洋で使用さ

れる音響測位システムの 1 つである、SBL（Short Base Line：短基線）方式音響測位シス

テムの精度検証試験を NARREC のロボット試験用水槽で実施した。当該水槽は、PCV のサ

イズを模擬したものであるが、このサイズの空間においては、構造壁などからの反射波に

よるマルチパス事象によって測位精度が大幅に劣化することが分かった。さらに、PCV 内

の高ガンマ線量下かつ狭小空間に瓦礫が複雑に散乱した環境では、基準点に受波器（レス

ポンダ）を設置する作業は困難であることが分かった。 

さらに、測位精度向上方策として AI 手法を用いた位置推定並びに画像処理を適用した

UUV の位置を予測するシステムの適用性検討を実施した。AI 手法を用いた位置推定は学習

データ作成として DeepCrack と呼ばれるモデルを採用し、得られたソナー出力画像からペ

デスタル模擬体外壁以外の要素を消去した画像を生成する方法を採用した。PCV 内の再現

CG 画像から、ソナー画像に近いと思われる断面画像を生成し、それを二値化してランダ

ムに切り抜いたものと、対になる円弧の正解画像を 300 セット作成した。ペデスタル壁の

みを抽出できるように DeepCrack モデルに学習させた。学習セットとは別に 40 種類の同

様の画像を作成し、それらを入力として与えた結果、余分な構造体の情報はほぼ確実に排

除でき、円弧の抽出についても位置はほぼ正解の結果が出ている。学習させたデータはあ

くまで CG から作成したテスト用のデータであり、実際のソナー出力画像とは異なる。よ

って、今後実機スケールのペデスタル外壁模擬体を使用したソナー出力画像を撮像し、学

習データを作成することで、実機への適用可能性を見出した。 

次に NARREC の角水槽にペデスタル外壁の半径を約 1/4 に縮小したステンレス製の半円

筒状模擬体を設置して、回転式ビームソナーで 2 次元画像を撮像した。この 2 次元画像を

基に回転式ビームソナーで撮像した 2 次元画像は、角水槽の形状と寸法の制約から、対象

以外の水槽の壁からの多重反射による虚像（ゴースト）が多数現れ、検知対象のペデスタ

ル模擬体外壁から反射した超音波の強度が弱く、目視でも判別の困難な画像が見られた。

この模擬体を用いた 2 次元画像を画像処理に用いて模擬体外壁の円を抽出する検討につ

いては、所望の位置に円が抽出できたケースもあったが、円を抽出できないケースでは水

槽壁からの多重反射によるゴーストの影響でソナー画像の画質に不安定な面が生じてい

ることが分かった。このため、実機に適用するためには、ゴーストを低減する対策を立て

て、上記の AI 手法と組み合わせた方法を検討する必要がある。 

 

【令和 3 年度の概要】 

令和 3 年度においては水中でも利用可能な広域性、コストの安価性、キャリブレーショ

ンの簡便性、周囲の物理環境や障害物環境に影響されないという慣性航法（Inertial 

Navigation System：以下、INS と略記。）[3.2-7]の利点に着目して、適用性検討を実施した。 

INS では加速度計や角速度計（ジャイロ）を使用して加速度や角速度を測定し、座標変

換を行いながら、積分することで移動距離や姿勢を求めることが可能である。ただし、積

分に伴う誤差が蓄積することや、温度や静電容量などの影響を受けてセンサの出力値がず 
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れるドリフトが問題になる。ドリフト誤差が大きいと、誤差が積分によって蓄積するため、

正確な位置同定が困難になることからセンサの測定試験を実施した。 

今回は、加速度計や角速度計など単体素子を組み合わせた IMU に英国 x-io 

Technologies 社製の MEMS 型の NGIMU を採用した。NGIMU は加速度計や角速度計を検出す

る検出素子部と、検出素子からの信号を増幅、調整して出力する信号処理回路で構成され

ている。 

NGIMU に組み込まれた加速度計と角速度計の特性を調べるために、静止状態で 1時間の

観測を行い、加速度及び角速度が変化するかどうかを調べた。 

この結果、加速度計は大きなドリフトは見られなかったこと、角速度計は 0.4～−0.4 

deg/s の振幅で推移していることが判明した。そこで、静止状態のままで観測時間を 30 分

に短縮して、加速度と角速度の変化量の標準偏差を求めたところ、角速度の平均値に対す

る角速度変化量の比は、加速度の平均値に対する加速度の変化量の比に比べて、極めて大

きいものとなった。試験の詳細については、令和 3 年度の報告書に示してある。 

IMU の基本的な特性評価の結果を踏まえて、INS 演算プログラムを整備した。当該プロ

グラムにおける計算手順は以下のとおりである。 

1) IMU から時刻、加速度、角速度の 7つのパラメータを読み込み 

2) スケーリング 

3) データの切り出し 

4) 角速度の 0点補正 

5) 角速度を積分して姿勢情報（クォータニオン）の導出 

6) 加速度の座標変換と加速度の 0 点補正 

7) ダウンサンプリングとフィルタリング 

8) 加速度の数値積分による位置の演算 

9) 画面表示とファイルへの出力 

また、移動体に搭載した際の測位試験として、小型 4 輪移動体、小型リモコンボートに

よる測位試験、モーションキャプチャによるドローンの測位試験を実施した。NARREC に

おいて NGIMU をドローンに搭載し、モーションキャプチャによってドローンの飛行におけ

る時刻歴の測位データを取得した。一方、ドローンに搭載した NGIMU の出力データから慣

性航法の処理を施すことでドローンの位置の時刻歴を推定できる。これらの位置の時系列

を比較検討することで、INS による位置の推定精度を調べた。 

上記試験の結果から、角速度計は加速度計に比べて感度が高いことを確認した。またINS

に関する文献[3.2-8]等から、加速度や角速度から位置情報に変換する際の積分による誤差

蓄積による影響が大きいことが指摘されている。次に、NGIMU を搭載した移動体の動きに

伴う角速度への影響度が少ない小型リモコンボートと、影響度が大きいドローンによる測

位試験のデータを比較した。さらに、測定時間の積分範囲による位置推定における誤差蓄

積の影響を調査した。 

小型リモコンボートによる測位試験において得られた加速度ベクトルとドローンによ

る測位試験における加速度ベクトルの時系列変化を比較したところ、ドローンの加速度強

度はリモコンボートに比べ約 40 倍の大きさであり、NGIMU をドローンに搭載すると移動

体の動きに伴う角速度の加速度への影響度が大きいことが分かった。推定した航跡図につ

いても小型リモコンボートとドローンによるものではモーションキャプチャの航跡とか

なり差違が生じることが分かった。また、ドローンのホバリングでの振動に着目し、静止

時間を含めない積分を行うことで、実際の航跡の再現性が改善されたことを確認したこと 
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【令和 3 年度の概要】 
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から、移動体自身の振動の影響を差し引くことで測位導出精度を向上できることが分かっ

た。 

 

【令和 4 年度の実施内容及び成果】 

(1) 姿勢角に対する拡張型カルマンフィルタ（EKF）の適用 

令和 3 年度では UUV の位置を特定する自己測位システムとして INS を適用した結果、

角速度に対する移動体（UUV 等）の振動などの影響が大きいと位置推定に対する誤差も拡

大することを確認した。UUV の姿勢角は IMU の角速度計で角速度を計測し、それを時間積

分するが、姿勢角を積分するだけで誤差が蓄積されていく。そこで、加速度計及び角速度

計と複合化することで積分誤差を補正するために、拡張型カルマンフィルタ（Extended 

Kalman Filter：以下、EKF と略記。）[3.2-9][3.2-10]を適用し、姿勢角を推定することとした。 

IMU の出力である角速度と加速度を用い、EKF を適用して UUV の姿勢角を求めるアルゴ

リズムを INS 演算プログラムに組込んだ。次に、令和 3 年度に実施したドローンの測位試

験データに対して、NGIMU の処理ソフトによる姿勢角と EKF を適用した結果を比較し、EKF

の精度を確認した。NGIMU の処理ソフトは姿勢・方位参照システム（Attitude Heading 

Reference System：以下、AHRS と略記。）[3.2-11]に Madgwick が提唱したフィルタを採用し

ており、EKF を含むカルマンフィルタは状態方程式や観測方程式のモデル構造が不明な場

合に高精度を実現するのが難しいのに対して、Madgwick フィルタは同程度の精度を実現

しながら高速に処理が可能なフィルタと言われている。 

この 2 種類のフィルタにより、得られた姿勢角（ロールφ、ピッチθ、ヨーψ）を図

3.2.2-1 に示す。この結果、ヨー角については両者良く一致、ロール角は 10 度程度の差

が見られており、フィルタを適用した姿勢角を用いてドローンの位置を推定した結果、両

者の航跡図に大きな違いはない。 

 

 

 
 

図 3.2.2-1 Madgwick のフィルタと EKF による姿勢角（ロールφ、ピッチθ、ヨーψ）の比較 
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(2) UUV プラットホームの構築 

UUV に搭載した燃料デブリマッピングツールである中性子センサや IMU からのデータ、

積算中性子線量計、カメラ映像、LiDAR、ソナーからの撮像を受信し、処理・表示するた

めのプラットホームの構成を図 3.2.2-2 に示す。本研究において、プラットホームを 3 台

のターミナル PC で構成することとした。 

 

 
図 3.2.2-2 プラットホームの構成 

 

 

(3) UUV プラットホーム GUI の作成 

UUV を遠隔操作して燃料デブリマッピングツールからのデータを処理するため、IMU か

らのデータを受信するターミナル PC に、INS 演算のプログラムをインストールし、測位

座標と VR システムの連動及び 3D 点群データの VR 投影を行う機能を加えたプラットホー

ム GUI を構築した。さらに、実際の燃料デブリのサンプリング作業を想定した UUV の移動

開始と停止を繰り返し行う場合の INS 演算の機能を追加した（図 3.2.2-3）。この機能を

使うことにより、UUV の移動開始位置と停止位置を結ぶ線が航跡履歴として画面上に表示

される。さらに、GUI 全体画面内の右側に、UUV の現在位置に対応する VR コンテンツの画
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カルネットワークで結ぶことにより LiDAR の 3D 点群データを VR 上に投影できるように
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図 3.2.2-3 燃料デブリのサンプリング作業を想定した UUV の操作 

  

航海における移動・停止 移動開始前の待機時間 移動開始 第１回停止 再移動前の待機時間 再移動開始 第２回停止 再移動前の待機時間 再移動開始 第３回停止
（ここでは３回の移動・停止を想定）
UUVの運航
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(4) UUV プラットホーム GUI を使用したマッピングツールと UUV プラットホームの総合試験

実施 

UUV の位置を推定する自己測位システムの精度検証を行い、推定した位置情報に基いて

VR システムが連動することを確認するため、NARREC のロボット試験用水槽において総合

試験を実施した。 

水槽の水面に、東西南北の方位に沿ってフロートを設置した（図 3.2.2-4（左））。UUV を

水面から 1 m の深さで中心から北の方向①に向けて移動させて①の点で停止、そこで 20

秒滞留後、西の方向②に向けて移動させ、図 3.2.2-4（右）の②の点で停止、20 秒程度滞

留後、南の方向③に向けて移動させて③の点で停止、20 秒程度滞留後、最初の出発点に戻

る経路を想定した。 

各経路において移動開始から停止までの IMU データを記録し、INS 演算による位置推定

を行うが、UUVの移動開始と停止の推定位置が航跡としてGUI（Graphical User Interface：

グラフィカル・ユーザー・インターフェイス）の画面上に表示されるため、想定した経路

と UUV の航跡を比較できる。 

 

 
図 3.2.2-4 フロート設置位置（左）、UUV が点②に向かう様子（右） 

 

 
 

図 3.2.2-5 GUI 画面上の UUV の移動航跡 
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この UUV の移動経路に沿った GUI の画面上の航跡を図 3.2.2-5 に示す。推定した UUV の

航跡と想定した経路を比較すると、最大の点で約 50 cm～1 m 程度の差異を確認した。 

この差異の原因として、UUV の実際の動きを目視で観察したが、想定した経路に沿って

必ずしも正確に移動していないこと、INS 演算において UUV が一旦停止後、再移動する度

に UUV の姿勢角データを再設定する必要があるが、その姿勢角データに伴う影響が大きい

と推察されること等が考えられる。 

INS により推定した位置情報に基づいて VR システムが連動することに関しては、UUV の

現在位置で向いている方向に対して、VR コンテンツの画像が表示されていることを GUI

上の画面で確認できた。 

 

(5) UUV 搭載 LiDAR の機能試験 

プラットホーム GUI を使用した総合試験において、NARREC のロボット試験用水槽に形

状模擬デブリを設置し、UUV に搭載した LiDAR によるスキャンデータを計測した。このス

キャンデータから 3D 点群データに変換した画像を図 3.2.2-6 に示す。 

 

 
図 3.2.2-6 LiDAR による 3D 点群データ画像 

 

◆ まとめ 

(1) 燃料デブリマッピングツールの開発 

燃料デブリマッピングツール構成要素（中性子センサ、水中カメラ、ソナー、LiDAR）

が連動するための通信制御系の仕様について、令和 2 年度から 3 年度にかけて検討した。

さらに、UUV プラットホームと遠隔操作するためのプラットホーム間で、中性子センサの

出力、水中カメラ及びソナーの撮像データを通信するためのインターフェースを設計した。

令和 4 年度においては、センサの仕様が揃ったため、燃料デブリサンプリング操作が効率

良く実施できるような仕様を策定し、インターフェースを完成させた。 

 

(2) UUV プラットホームの開発 

令和 3 年度に整備した INS 演算プログラムを使用した検討結果から、NGIMU を搭載する

移動体によって角速度への影響が異なること、測定時間の積分範囲により位置推定の誤差

蓄積の影響が変動することが分かった。このため、令和 4 年度においては、下記の検討を

行い、INS による位置推定の精度向上を図った。 

  

3-17 
 

(4) UUV プラットホーム GUI を使用したマッピングツールと UUV プラットホームの総合試験

実施 

UUV の位置を推定する自己測位システムの精度検証を行い、推定した位置情報に基いて

VR システムが連動することを確認するため、NARREC のロボット試験用水槽において総合

試験を実施した。 

水槽の水面に、東西南北の方位に沿ってフロートを設置した（図 3.2.2-4（左））。UUV を

水面から 1 m の深さで中心から北の方向①に向けて移動させて①の点で停止、そこで 20

秒滞留後、西の方向②に向けて移動させ、図 3.2.2-4（右）の②の点で停止、20 秒程度滞

留後、南の方向③に向けて移動させて③の点で停止、20 秒程度滞留後、最初の出発点に戻

る経路を想定した。 

各経路において移動開始から停止までの IMU データを記録し、INS 演算による位置推定

を行うが、UUVの移動開始と停止の推定位置が航跡としてGUI（Graphical User Interface：

グラフィカル・ユーザー・インターフェイス）の画面上に表示されるため、想定した経路

と UUV の航跡を比較できる。 

 

 
図 3.2.2-4 フロート設置位置（左）、UUV が点②に向かう様子（右） 

 

 
 

図 3.2.2-5 GUI 画面上の UUV の移動航跡 

JAEA-Review 2024-020

- 53 -



3-19 
 

① IMU を搭載する UUV 等の移動体の振動に起因するノイズを低減し、移動体に与える操

作（移動、姿勢制御）信号を抽出する処理法として、EKF を姿勢角に適用し、その精

度を確認した。 

② UUV の移動開始、停止、静止、再移動開始などの操作に対応した INS による位置推定

の積分範囲の設定を行う処理をプラットホーム GUI に取り入れた。 

③ 1F において UUV を PCV 内に投入する場所の位置、カメラ画像や LiDAR 画像等を利用

できる機能をプラットホーム GUI に取り入れ、これらの情報と INS の位置推定結果

から、PCV 内部のペデスタル壁等の位置情報からと UUV の相対的な配置を把握して、

より詳細な UUV の位置を総合的に予測できるシステムを構築した。 

④ 日英連携：日英連携として英国側が担当する燃料デブリサンプリングツール、日本側

が担当する燃料デブリマッピングツールとプラットホームの連携に関する問題につ

いて英国側と議論を行った。 

詳細については、3.4 節で述べる。 
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3.3 放射線環境シミュレーション及び積算中性子線量計の特性評価（連携先：原子力機構） 

   （令和 2 年度～令和 4 年度） 

(1) 放射線環境シミュレーション（令和 2 年度～令和 4年度） 

【令和 3 年度までの概要】 

1F 燃料デブリには、号機ごとの事故進展や部位に依存して、燃料デブリ性状（密度、組

成、燃焼度など）や環境（Cs 汚染度、水中・気中、散乱物質の有無）の違いがあり、場所

によってガンマ線や中性子線の強度とエネルギースペクトルが異なる。そのため、1F 内

における放射線特性に応じた機器や遮蔽設計をするためには、PCV 内における任意の部位

におけるガンマ線のエネルギースペクトルや強度、中性子線の強度を推定することが求め

られる。 

令和 2 年度では、今後行われる内部調査や燃料デブリ取り出し、取り出し規模のさらな

る拡大に備え、1F 内の任意地点におけるガンマ線と中性子線の線源強度、もしくはエネ

ルギースペクトルを推定するために、3 号機のプラントモデルを作成し、ガンマ線輸送計

算の試解析を実施した。結果として、ペデスタル内のガンマ線特性を輸送計算から得られ

ることが確認できた。 

令和 3 年度では、燃料デブリの線源特性を明らかにすることを目的とし、ベータ崩壊由

来の制動 X線と消滅ガンマ線及び自発核分裂と(α, n)反応に由来する中性子線について

の寄与率を推定した。結果として、制動 X 線の光子数は崩壊ガンマ線と合わせたもののう

ち最大 25 %ほどであり、消滅ガンマ線の強度は崩壊ガンマ線に比べて 8 桁ほど小さい値

であることが分かった。また、自発核分裂と(α, n)反応に由来する中性子を合計すると、

そのうち約 94 %が自発核分裂由来であることが分かった。よって、燃料デブリの本格取

り出しが開始されると目される 2031 年頃までは、燃料デブリ組成などに起因する不確か

さを考慮しても、当面考慮すべき主要な放射線は崩壊ガンマ線と自発核分裂由来の中性子

線であると分かった。さらに、令和 2 年度に構築した 3号機プラントモデルと、光子、中

性子源モデルを用いて放射線輸送計算を行い、ペデステル内における線量率やフルエンス

率、エネルギースペクトルなどに関する情報を取得した。 

 

【令和 4 年度の実施内容及び成果】 

① MOX 燃料由来の燃料デブリ検知手法開発のための解析的検討 

事故当時の 3 号機には MOX 燃料が部分装荷されていたことから、MOX 燃料と UO2燃料

の燃焼組成（放射線源）の違いに着目し、MOX 燃料由来の燃料デブリを検知する手法の

開発を目指した解析的検討を行った。MOX 燃料では初期組成に Pu が存在するため 244Cm

が早い時期に生成され、同じ燃焼度の UO2燃料に比べて 244Cm の生成量が多くなる。しか

し、3 号機の MOX 燃料は燃焼度が小さく、燃焼度に対して 2 次関数的に生成される 154Eu

の生成量は少ないと考えられる。そこで、244Cm から放出される中性子強度と 154Eu から

放出されるガンマ線強度の比較を行った。図 3.3-1 に、UO2燃料における 244Cm と 154Eu の

燃焼度と生成量の関係を示した。MOX 燃料の場合は UO2 燃料とは異なる核種生成特性が

期待されることから、放射線強度の比較により検知が可能であると考えた。 
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図 3.3-1 244Cm と 154Eu の燃焼度と生成量の関係 

 

② 解析手法 

はじめに 2011 年 3 月 11 日の事故直前における 3 号機の炉内 UO2領域平均と炉内 MOX

領域平均、炉内全領域平均の重量データを作成した。そこから、本格取り出しが開始さ

れる見込みである 2031 年までの崩壊計算を行う。2031 年時点での核種ごとの重量デー

タから自発核分裂による中性子強度を計算することで、244Cm の中性子強度を取得した。

また、この重量データから放射能を計算することで 154Eu のガンマ線強度も取得した。
154Eu が放出するガンマ線は複数存在するが、ここでは、ある程度のエネルギー分解能を

有する検出器で検知が可能な 1.27 MeV のガンマ線を検討対象とした。図 3.3-2 に解析

フローを示す。 

 

 
図 3.3-2 244Cm 由来の中性子強度と 154Eu 由来のガンマ線強度の解析フロー 

 

③ 線源特性の解析結果 

図 3.3-3 は燃焼度に対する 244Cm/154Eu の線源強度比を示したものである。緑でプロッ

トした炉内 UO2領域平均の線源強度比は 8.69×10-6であり、炉内全領域平均の 9.00×10-6

とほぼ同等の値となった。一方、炉内 MOX 領域平均の線源強度比は 9.12×10-5 であり、 
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3.3 放射線環境シミュレーション及び積算中性子線量計の特性評価（連携先：原子力機構） 
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る拡大に備え、1F 内の任意地点におけるガンマ線と中性子線の線源強度、もしくはエネ

ルギースペクトルを推定するために、3 号機のプラントモデルを作成し、ガンマ線輸送計

算の試解析を実施した。結果として、ペデスタル内のガンマ線特性を輸送計算から得られ

ることが確認できた。 
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ち最大 25 %ほどであり、消滅ガンマ線の強度は崩壊ガンマ線に比べて 8 桁ほど小さい値

であることが分かった。また、自発核分裂と(α, n)反応に由来する中性子を合計すると、

そのうち約 94 %が自発核分裂由来であることが分かった。よって、燃料デブリの本格取

り出しが開始されると目される 2031 年頃までは、燃料デブリ組成などに起因する不確か

さを考慮しても、当面考慮すべき主要な放射線は崩壊ガンマ線と自発核分裂由来の中性子

線であると分かった。さらに、令和 2 年度に構築した 3号機プラントモデルと、光子、中

性子源モデルを用いて放射線輸送計算を行い、ペデステル内における線量率やフルエンス

率、エネルギースペクトルなどに関する情報を取得した。 

 

【令和 4 年度の実施内容及び成果】 

① MOX 燃料由来の燃料デブリ検知手法開発のための解析的検討 

事故当時の 3 号機には MOX 燃料が部分装荷されていたことから、MOX 燃料と UO2燃料

の燃焼組成（放射線源）の違いに着目し、MOX 燃料由来の燃料デブリを検知する手法の

開発を目指した解析的検討を行った。MOX 燃料では初期組成に Pu が存在するため 244Cm

が早い時期に生成され、同じ燃焼度の UO2燃料に比べて 244Cm の生成量が多くなる。しか

し、3 号機の MOX 燃料は燃焼度が小さく、燃焼度に対して 2 次関数的に生成される 154Eu

の生成量は少ないと考えられる。そこで、244Cm から放出される中性子強度と 154Eu から

放出されるガンマ線強度の比較を行った。図 3.3-1 に、UO2燃料における 244Cm と 154Eu の

燃焼度と生成量の関係を示した。MOX 燃料の場合は UO2 燃料とは異なる核種生成特性が

期待されることから、放射線強度の比較により検知が可能であると考えた。 
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1 桁ほど大きな値となった。さらに、照射サイクル数を考慮した線源強度比を青でプロ

ットした。1～5 サイクルごとの炉内 UO2領域平均の線源強度比は 3.01×10-8～1.31×10-5

の範囲であり、これらと比較しても炉内 MOX 領域平均の線源強度比の方が大きくなるこ

とが分かった。この結果は、今後取り出される燃料デブリから 244Cm/154Eu の線源強度比

が得られれば、MOX 燃料由来の燃料デブリを検知できる可能性があることを示している。 

図 3.3-3 燃焼度に対する 244Cm/154Eu の線源強度比 

(2) 積算中性子線量計の特性評価（令和 3 年度～令和 4年度） 

【令和 3 年度までの概要】 

1F 炉内は高ガンマ線場となっており、内部調査などで使用される電子機器に適切な遮

蔽を施す必要がある。一方、今回の検討に用いた積算中性子線量計は、Bubble Technology 

Industries 社のバブルディテクターという製品であり、仕様上ではガンマ線に対する感

度を持っていないため、遮蔽などの対策が不要となるものである[3.3-1]。同社のバブルディ

テクターには熱中性子用の BDT と高速中性子用の BD-PND の 2 種類がある。図 3.3-4 には

バブルディテクターの全体写真を示した。BDT と BD-PND は外観やサイズが同等となって

いる。図 3.3-4 の測定部位には、過熱状態の液滴が一様に分散している弾性ポリマーが充

填されている。液滴に放射線が当たると気化して弾性ポリマー中にバブルが発生し、その

まま留まることになる。BDT の場合は、弾性ポリマー中に Li 化合物が添加されており、
6Li(n,α)反応により熱中性子を検知できる仕組みとなっている[3.3-2]。BDT と BD-PND はと

もに、発生したバブルの数から入射した中性子量の測定が可能となる。 
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図 3.3-4 バブルディテクターの全体写真 

 

令和 3 年度では、ガンマ線と中性子線に対する応答を試験により確認した。まず、ガン

マ線に対する応答試験では 60Co 線源を使用した照射を実施し、BD-PND は 10 Gy まで照射

してもバブルはほぼ発生しなかった。一方、BDT は 2 Gy を照射した時点で多数のバブル

が発生した。したがって、高ガンマ線場である 1F 環境では BD-PND が適していると言え

る。 

次に、中性子線に対する応答試験を実施した。252Cf を線源として用い、フルエンス率依

存性の確認を行った。フルエンス率が 55 n/cm2/s、27 n/cm2/s、14 n/cm2/s の位置に BD-

PND を設置し、積算フルエンスが 9.8×104 n/cm2になるように照射を行った。結果として、

いずれの BD-PND も 70～80 個のバブルが発生し、フルエンス率の違いが積算フルエンス

とバブル数の関係に大きな影響を与えないことが確認できた。さらに、積算フルエンスと

バブル数の相関を確認する試験を実施した。フルエンス率が 55 n/cm2/s の地点に BD-PND

を設置し、一定時間ごとにバブル数の計測を行った。その結果、積算フルエンスとバブル

数の間には相関があることを確認できた。なお、フルエンス範囲が広くなると線形性が悪

くなり、検知だけではなく中性子束の定量性を求める場合には、事前に校正曲線を作成し

ておくことが必要である。 

 

【令和 4 年度の実施内容及び成果】 

① 核燃料物質による中性子検出試験の方法 

令和 3 年度は、252Cf を用いた照射試験で基本的検出特性の試験を行ったが、令和 4 年

度では、引き続き、実証の一環として照射条件を変更して、核燃料物質である MOX 燃料

による中性子検出試験を実施した。使用した MOX 燃料は SUS 缶に保管されているもので、

重量が約 1 kg のものである。BD-PND は SUS 缶から 20～60 cm まで 10 cm ごとに 5 箇所

に設置した。表 3.3-1 には設置位置ごとのフルエンス率を示した。フルエンス率は測定

により得られた値である。図 3.3-5 に試験時の配置図を示した。計測時間は 2 時間とし

た。 

 

表 3.3-1 設置位置ごとのフルエンス率 

設置位置（cm） フルエンス率（n/cm2/s）

20 88.3 

30 39.3 

40 22.1 

50 14.1 

60 9.8 
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1 桁ほど大きな値となった。さらに、照射サイクル数を考慮した線源強度比を青でプロ

ットした。1～5 サイクルごとの炉内 UO2領域平均の線源強度比は 3.01×10-8～1.31×10-5

の範囲であり、これらと比較しても炉内 MOX 領域平均の線源強度比の方が大きくなるこ

とが分かった。この結果は、今後取り出される燃料デブリから 244Cm/154Eu の線源強度比

が得られれば、MOX 燃料由来の燃料デブリを検知できる可能性があることを示している。 

図 3.3-3 燃焼度に対する 244Cm/154Eu の線源強度比 

(2) 積算中性子線量計の特性評価（令和 3 年度～令和 4年度） 

【令和 3 年度までの概要】 

1F 炉内は高ガンマ線場となっており、内部調査などで使用される電子機器に適切な遮

蔽を施す必要がある。一方、今回の検討に用いた積算中性子線量計は、Bubble Technology 

Industries 社のバブルディテクターという製品であり、仕様上ではガンマ線に対する感

度を持っていないため、遮蔽などの対策が不要となるものである[3.3-1]。同社のバブルディ

テクターには熱中性子用の BDT と高速中性子用の BD-PND の 2 種類がある。図 3.3-4 には

バブルディテクターの全体写真を示した。BDT と BD-PND は外観やサイズが同等となって

いる。図 3.3-4 の測定部位には、過熱状態の液滴が一様に分散している弾性ポリマーが充

填されている。液滴に放射線が当たると気化して弾性ポリマー中にバブルが発生し、その

まま留まることになる。BDT の場合は、弾性ポリマー中に Li 化合物が添加されており、
6Li(n,α)反応により熱中性子を検知できる仕組みとなっている[3.3-2]。BDT と BD-PND はと

もに、発生したバブルの数から入射した中性子量の測定が可能となる。 
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図 3.3-5 MOX 燃料による中性子検出試験の配置図 

 

② 核燃料物質による中性子検出試験の結果 

MOX 燃料を用いた試験の結果を図 3.3-6 に示した。気中において約 1 kg の MOX 燃料か

ら放出される中性子を BD-PND で検出できることを確認できた。MOX 燃料における主な中

性子は 240Pu の自発核分裂中性子である。この条件において積算フルエンスとバブル数

に相関があることも確認できた。得られた相関から、フルエンス率が約 10 n/cm2/s とい

う微少な場合であっても、約 200 分で 100 個程度のバブルが発生することが期待できる。 

また、今回使用した MOX 燃料の中性子発生数は、約 0.018 g の 244Cm が放出する自発核

分裂中性子に相当する。これは BD-PND が燃料デブリ中のわずかな 244Cm を検出できる可

能性を示すものである。 

 
図 3.3-6 MOX 燃料を用いた検出試験結果 
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(3) 積算中性子線量計の UUV への搭載方法検討（令和 4年度） 

【令和 4 年度の実施内容及び成果】 

① 計算による中性子検出性能の検討 

これまでの試験から、高速中性子を検知できる BD-PND であれば 1F 内でもガンマ線の

影響を受けずに中性子検出器として利用できる可能性があることを示した。また、発生

するバブルをリアルタイムで観察することで、燃料デブリマッピングなどに有効なデー

タを取得できると考えた。そのためには、水中で BD-PND による中性子検知が可能であ

り、かつ、UUV の動作に干渉せずカメラで確認が可能な位置に BD-PND を搭載することが

必要となる。 

はじめに、計算による BD-PND の水中における検出性能の検討を行った。図 3.3-7 に計

算モデルを示す。Z 軸方向に 40 cm の燃料デブリを配置し、その上に 10 cm の水を 6 層

重ねた。X-Y 軸方向は反射境界により無限体系とし、線源には 244Cm を設定した。計算は
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図 3.3-7 検出性能検討に関する計算モデル 
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図 3.3-5 MOX 燃料による中性子検出試験の配置図 

 

② 核燃料物質による中性子検出試験の結果 

MOX 燃料を用いた試験の結果を図 3.3-6 に示した。気中において約 1 kg の MOX 燃料か
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に相関があることも確認できた。得られた相関から、フルエンス率が約 10 n/cm2/s とい

う微少な場合であっても、約 200 分で 100 個程度のバブルが発生することが期待できる。 

また、今回使用した MOX 燃料の中性子発生数は、約 0.018 g の 244Cm が放出する自発核

分裂中性子に相当する。これは BD-PND が燃料デブリ中のわずかな 244Cm を検出できる可

能性を示すものである。 

 
図 3.3-6 MOX 燃料を用いた検出試験結果 
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図 3.3-8 エネルギー群ごとの中性子の空間分布 

 

② UUV への搭載方法の検討 

これまでの結果から、燃料デブリから 40 cm 以内の距離であれば BD-PND による中性

子検知が期待できる。この条件を踏まえ、UUV のカメラで観察が可能であり、UUV の動作

に干渉しない位置に取り付ける必要がある。結論として、図 3.3-9 に示すように、UUV 底

部から約 27 cm ほどの位置に、治具などを用いて搭載することとした。この位置であれ

ば UUV の動作へ干渉することなく、図 3.3-10 のようにカメラで BD-PND を観察すること

が可能であると確認できた。なお、UUV のカメラ位置の設計に自由度がある場合には、

BD-PND をなるべく底部に近い位置に配置することが高速中性子検知の観点から望まし

いと言える。 

 

 
図 3.3-9 UUV への BD-PND 搭載位置 
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図 3.3-10 カメラによる BD-PND 観察像 

（BD-PND は赤い丸で囲ってある） 
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マ線源として 154Eu の 1.27 MeV のガンマ線に着目して、UO2燃料と MOX 燃料の放射線特性

を検討した。これら 2 つの放射線特性から 154Eu に対する 244Cm の線源強度比を整理する

と、炉内 MOX 領域平均では 9.12×10-5であるのに対し、炉内 UO2領域平均では照射サイク
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燃料デブリ表面が最も大きいが、40 cm 程度の位置でも約 10 n/cm2/s のフルエンス率を
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きれば約 10 n/cm2/s までの高速中性子を検知可能である見込みを得た。本研究で検討対

象とした UUV の動作に干渉せず、カメラで観察を可能にすることを考慮して、UUV 底部か

ら約 27 cm ほどの位置に BD-PND を搭載することとした。ただし、BD-PND の検出効率の観

点からは、なるべく UUV 底部に近い位置に配置することが最も適していると言える。 
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3.4 日英連携（令和 2年度～令和 4 年度） 

本研究は、英国ランカスター大学（以下英国チーム）との日英共同研究である。英国チー

ムは、以下の Work Package（WP）を担当した。 

WP1：Development of robotic manipulator and end effectors (UK Team – months 1-12) 

WP3：Control algorithm development and implementation (UK Team - months 6-21) 

WP4：Underwater processing implementation (Japanese and UK Team – months 12-30) 

なお、WP2（図 2.1-1 参照）は日本側独自で担当する部分である。 

 

【令和 2 年度の実施内容及び成果（概要）】 

マニピュレータ開発の試験に必要なスチュワートプラットホームと、UUV（Blue ROV2）

を調達し、組み立てた。これらはマニピュレータと制御システムを統合するために使用し

た。マニピュレータを設計し、幾つかの概念設計の開発と評価を実行した結果、重要な設

計仕様とともに、予備的なアクチュエータ、部品の選択と製造に係る設計図を作成した。 

 

【令和 3 年度の実施内容及び成果（概要）】 

WP1 において、3D プリンタで製造（additive manufacturing）したスピンドル（図 3.4-

1）は、強度が不十分であることが分かり、アルミニウムを用いて切削加工（Subtractive 

manufacturing）した（図 3.4-2）。モーターを支持するプレートもアルミニウムで切削加

工することで、モーターの位置合わせの精度が向上し、システムに統合した。また、FPGA、

モータードライバー及び関連回路の配線も完了した（図 3.4-3）。 

 

 
 

図 3.4-1 モーターユニットと追加生産された旧型スピンドルを組み付けた状態の写真 
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図 3.4-2 再製造されたアルミ製スピンドル 

 

 

 
図 3.4-3 マニピュレータシステム内のモーターサポートプレートの写真 

 

WP1 では、連続体マニピュレータシステムの可動域と剛性の特性評価に焦点を当て、シ

ステムに対して幾つかの初期テストを実施し、問題なく動作することを確認した。また、

すべての機械部品について、十分な強度を持っていることを確認した。次の工程において

は、主に気中でのベンチテストを実施する。 

一方、WP3 では制御システムの開発に注力した。この制御システムは LabView ベースで

あり、当該システムによって、マニピュレータの目的の形状、あるいはエンドエフェクタ

の位置と方向に基づいて、個々のモーター角度を決定できる。現在のところ、システムは

フィードフォワード制御（各々のモーターは PID 制御）であるが、最初にマニピュレータ

を作動させてから、制御システムの高度化を図ることとした。 
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【令和 4 年度の実施内容及び成果】 

WP1：英国チームは双腕マニピュレータとエンドエフェクタの開発を完了した。ロボッ

トは、商用の水中 UUV に搭載できるアームのケーブル駆動のマニピュレータシステムで

構成される（図 3.4-4、図 3.4-5）。アームの 1つにグリッパー機構を組み込み、片方のア

ームには回転切削工具を取り付けている。このシステムは、双腕アームとそれぞれのエン

ドエフェクタを水中でのタスクでお互いに動作できるように設計が行われた。 

 

 
図 3.4-4 双腕ロボットの全体構造 

（UUV にカメラと光源を装備し、駆動ケーブル作動システム用の 

モーター (図 3.4-2) はエンコーダと統合されている。） 

 

 
 

図 3.4-5 双腕ロボットの詳細モデル 

（全体構造(a)、駆動系の内部構造(b)、駆動ケーブル作動系(c)、 

駆動ケーブルガイド系(d)、エンドエフェクタの作動系(e)） 
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WP3：制御アルゴリズムと実装の一環として、地上の実験室でロボットの特性評価を実

施した。マニピュレータ用に LabView の制御システムが実装され、テストが行われた。順

運動学制御システムと最適化ベースの逆運動学制御システムの両方で構成されている（図

3.4-6）。 

順運動学モデルは、システムの運動学を徹底的に分析し、連続アームに統合された新し

いヒンジ構造の力学を組み込んで、堅牢性、精度、強度及び内部摩擦の影響を向上させて

いる[3.4-1]。 各アームは 3 つのセクション（図 3.4-5）で構成され、それぞれが 2 自由度

（Degrees of Freedom：以下、DoF と略記。）であり、システム全体では 12 DoF がある。 

ケーブルで駆動するため、各セクションは負荷がかかっている間は一定の曲率を持ち、そ

の形状 2 つの角度によって定義される。このため、エンドエフェクタの位置と方向は、各

セクションの角度の複雑な関数となる。エンドエフェクタの位置と方向を時間の関数とし

て取り込んだ最適化ベースの逆運動学制御アルゴリズム[3.4-2]を開発し、連続アームに必

要な形状を計算する。次に、この形状を使用してケーブルの長さ、つまり必要なモーター

位置を計算し、モーター・エンコーダ・データを使用した閉ループ制御システムを作成す

る。 

 

 
 

図 3.4-6 サンプル取得タスク中に最適化ベースの逆運動学制御アルゴリズムを用いた 

       共同アームの形状パラメータ 

（(a)と(b)はアームの形状変化、(c)と(d)はグリッパーアームの形状変化、 

(e)と(f)は 2 つのアームの形状変化を組み合わせたもの） 

 

双腕アームを自律的に駆動させて複雑なタスクを実行するために LabView の制御シス

テムを使用した試験は成功した。デモとして、図 3.4-6 に示す切断経路を用いた制御シス

テムをプログラムした。目的のモーター構成を時間の関数として計算して、左側のアーム

がサンプリング対象の材料に近付き、それを掴んだ。次に右側のアームが近付き、切断ツ

ールを作動させ、材料から少量のサンプルを取り出し、サンプルは左側アームのグリッパ

ー内に残った（図 3.4-7 参照）。 このシステムは、外部負荷に応答できることを示してい

る。 
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図 3.4-7 サンプル収集のデモ中の双腕ロボットシステムの実験セットアップ 

（一方のアームが環境構造を保持し、他方のアームが材料除去に向けて作業している 

  システムのスナップショット） 

 

WP4：水中における作動テストが行われた（図 3.4-8）。ランカスター大学の水槽で実施

したテストにおいて、双腕ロボットシステムの防水性を確認し、適度な浮力のあることが

確認された。 

 

 
 

図 3.4-8 双腕ロボットシステムの水中テストの模様 

 

(1) 燃料デブリサンプリングツールと UUV プラットホームのインターフェースの連携 

英国チームが開発した双腕マニピュレータとエンドエフェクタから構成される燃料デ

ブリサンプリングツールは、実際に燃料デブリをサンプリングする際に LabView の制御シ

ステムを使用して実行されるが、この制御システムの入力として、エンドエフェクタの位 
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位置を計算し、モーター・エンコーダ・データを使用した閉ループ制御システムを作成す

る。 

 

 
 

図 3.4-6 サンプル取得タスク中に最適化ベースの逆運動学制御アルゴリズムを用いた 

       共同アームの形状パラメータ 

（(a)と(b)はアームの形状変化、(c)と(d)はグリッパーアームの形状変化、 

(e)と(f)は 2 つのアームの形状変化を組み合わせたもの） 

 

双腕アームを自律的に駆動させて複雑なタスクを実行するために LabView の制御シス

テムを使用した試験は成功した。デモとして、図 3.4-6 に示す切断経路を用いた制御シス

テムをプログラムした。目的のモーター構成を時間の関数として計算して、左側のアーム

がサンプリング対象の材料に近付き、それを掴んだ。次に右側のアームが近付き、切断ツ

ールを作動させ、材料から少量のサンプルを取り出し、サンプルは左側アームのグリッパ

ー内に残った（図 3.4-7 参照）。 このシステムは、外部負荷に応答できることを示してい

る。 

JAEA-Review 2024-020

- 69 -



3-35 
 

置と方向を必要としている。これらの情報は UUV とサンプリング対象の相対位置に基づく

ものであり、日本側が構築した燃料デブリマッピングツールを含む UUV プラットホームと

共有できるデータである。したがって、英国チームが WP4（ロボットを UUV に搭載した水

中での性能評価）を完了した後、燃料デブリサンプリングツールを日本の試験水槽に輸送

できていれば、UUV プラットホームとの統合試験は実施できる状態であったと言える。 

 

(2) 将来的に実機で実装するための課題 

英国チームが開発した燃料デブリサンプリングツールと日本側が開発した UUV プラッ

トホームを統合して、実装するためには、以下の課題が残っている。 

 

① 双腕アームの機能 

英国チームは、燃料デブリサンプリングツールの特性評価試験において、アームの 1

つにグリッパー機構を組み込み、片方のアームには回転切削工具を取り付けている。し

かしながら、実機においてはコンクリート瓦礫、MCCI の塊などから構成される堆積層を

対象とするため、堆積層から燃料デブリを掴んで取り出す機能が必要であると推察され

る。 

 

② UUV プラットホームと燃料デブリサンプリングツールのインターフェース 

UUV プラットホームでは IMU からのデータを受信して、INS 演算により UUV の自己位

置を評価する。また、燃料デブリマッピングツールの LiDAR の出力から UUV からサンプ

リング対象までの距離を測定する。これらの情報から、燃料デブリサンプリングツール

の制御システムの入力となるエンドエフェクタの位置と方向を評価するためのインタ

ーフェースを作成することが必要である。 

 

③ 燃料デブリサンプリングツールのサンプリング精度向上 

燃料デブリサンプリングツールと UUV プラットホームを統合化して、サンプリング精

度を向上させるためには、UUV プラットホームの自己測位システムの精度を向上させて、

燃料デブリサンプリングツールの制御システムと UUV プラットホームから提供する情報

の精度を向上させる必要がある。本研究で開発した自己測位システムで適用した INS 演

算を用いた位置推定は、UUV の移動距離の増加に伴って大きくなる加速度の蓄積誤差の

影響が大きいと一般的に言われているが、実機においては UUV の航続距離は短いことが

推測されることを考慮すると、3.2.2 項の UUV プラットホームの開発の【令和 3 年度の

概要】で報告したように、INS 演算に使用するデータのダウンサンプリングやフィルタ

リングの設定を最適化できれば、妥当な精度で位置推定できると考えられる。 

 

④ 燃料デブリサンプリングツールと燃料マッピングツールの統合化に向けて 

現状、燃料マッピングツールを搭載した UUV（図 3.4-9）からは、4 本の水中ケーブル

が UUV プラットホームと結ばれている。さらに、燃料デブリサンプリングツールからの

水中ケーブルも追加される。実機において PCV 貫通孔から、ROV を PCV 内に挿入して運

用した場合、ケーブルが障害物に絡む、あるいは、ケーブルの巻き上げ装置によりケー

ブル被膜にしわが発生するなど、ケーブルが損傷することが 1 号機の PCV 内部調査で報

告されていることから、使用する水中ケーブルを極力少なくし、ケーブルの損傷防止対

策を検討する必要がある。 
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図 3.4-9 燃料デブリマッピングツールを搭載した UUV、形状模擬デブリを 

水中 LiDAR でスキャンする様子 

 

◆ まとめ 

英国チームは、担当した WP1（ロボットのマニピュレータとエンドエフェクタの開発）

と WP3（ロボットの制御アルゴリズムの開発と実装）を完了し、ロボットの性能試験を実

施した。 

WP4（ロボットを UUV に搭載した水中での性能評価と日本の試験水槽における統合試験）

については、社会的条件（コロナ禍に伴う英国における試験水槽の利用不可やランカスタ

ー大学で発生した事故による実験施設への立入り禁止等）により、プロジェクトの大幅な

遅延が発生した。このため、現状においても英国における試験水槽における性能評価試験

を実施するに至っていないが、英国チームの代表者はこの性能評価を実施したい旨の意志

を表明している。 

当初計画していた英国チームのサンプリングツールの制御系と日本チームの UUV の姿

勢制御系の統合化は各々の設計が異なることや時間的、予算的な制約等の理由により断念

せざるを得ない結果となった。そこで、UUV プラットホームで同時に制御できるように、

日英で議論し、英国チームはマニピュレータの設計仕様を以下に示すように変更した。 

1. 重量の軽減化：当初計画していた剛性ロボットアーム型のマニピュレータは、ジョ

イント数が増えると各ジョイントで達成可能なペイロードが減少し、より大きなアクチュ

エータが必要となる。設計変更した連続体マニピュレータではアクチュエータをサンプリ

ングツール中央に設置するため、この問題は解消され、妥当なペイロードを維持しながら

全体の重量が軽減される。 

2. バランス:上記に関連するが、連続体マニピュレータのアクチュエータの質量の大

部分が UUV の中心に集中されるため、システムのより良いバランスを実現できる。 

3. 安定性:連続体マニピュレータの剛性は従来の剛性ロボットアーム型に比べてはる

かに低いため、デブリサンプリング時の振動は UUV ではなく連続体マニピュレータによ

って吸収される。 

4. 英国チームは主に連続体マニピュレータの可動域と剛性の特性評価に焦点を当て、

サンプリングツールに対して幾つかの試験を実施したが、結果は非常に有望だった。 
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策を検討する必要がある。 
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以上の仕様変更によって、英国チームのサンプリングツールは、重量が軽減化され、バ

ランスが取れた、サンプリング時でも安定性の良いものとなり、日本チームが開発したマ

ッピングツールと共通の UUV に搭載できるような設計となった。 
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3.5 研究推進 

本研究は、日英共同研究体制で遂行するものである。CLADS を含めた日本国内での連携につ

いては、Web 会議を開催すること並びにメールで連絡を取ることによって進捗を相互確認し

た。 

令和 3 年 6 月 8 日、同年 10 月 18 日に、進捗状況の確認、新型コロナウイルスの影響によ

る半導体部品の調達難の問題の対応策について確認した。また、PO 中間フォローを同年 12 月

13 日に海技研にて対面と Web 会議のハイブリッド方式により開催し、研究代表者並びに機関

代表者が進捗を報告し、適切な助言を得た。 

一方、英国チームとの連絡については、事業期間の 3 ヵ年間すべてにわたって、新型コロ

ナウイルスの蔓延により日英双方で直接訪問できなかったため、Web 会議形式でお互いの進

捗を確認した。令和 3年 7 月 8 日、同年 12 月 3 日に Web 会議を実施し、進捗の確認、新型コ

ロナウイルスによる進捗への影響、バックアップを確認した。それ以外にも E-mail で情報を

補完した。 

さらに、令和 4 年 6 月 28 日、同年 11 月 1 日に Web 会議を実施し、①マニピュレータ姿

勢制御用の IMU と UUV の共用、②拡張カルマンフィルタのアルゴリズムのレビューを英国チ

ームに依頼すること、③燃料デブリサンプリングツールを UUV に搭載した場合の UUV の運航

性能に関すること、④燃料デブリサンプリングツールの CAD データ（shell data）を入手し

て水中での浮力を評価すること、⑤燃料デブリサンプリングツールと UUV の統合試験を日本

で実施すること、について協議した。特に、④のサンプリングツールの水中での浮力の評価

結果は約 200 N であり、燃料デブリサンプリングツールの気中の重力約 120 N に比べてかな

りの浮力を受けることが分かった。 

また、令和 4 年度 PO 中間フォローが令和 5 年 1 月 26 日に Web 会議で開催され、研究代表

者並びに機関代表者が進捗を報告し、最終報告書の作成に伴う提言や助言を得た。 
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4. 結言 

本業務では、PCV 内のデブリを多地点で少量サンプリングし、それらの物性や化学特性を明ら

かにしながら作業工程を策定することによって 1F 事故のデブリ取り出し作業を加速させるた

めに、高耐放射線小型中性子センサとソナー等を水中ロボットに搭載・統合し、日英 2 国間の

共同研究体制の下、「燃料デブリサンプルリターン技術」の開発を実施した。 

 

以下に、3 ヵ年計画の業務実績を述べる。 

 

(1) 高耐放射線小型高効率中性子センサの開発（再委託先：高エネ研） 

令和 2 年度に中性子線源とガンマ線源を用いて、従来のアナログ信号処理回路を適用し

てデータ収集パラメータの最適化並びに MSND の中性子とガンマ線それぞれに対する応答

の基礎データを取得した。また、MSND の信号処理に特化した耐放射線集積回路を設計し、

さらには MSND の水中での中性子応答を評価するための水槽を設計・製作した。 

令和 3 年度には、令和 2 年度の成果から導出した、信号処理回路の整形時定数に基づい

て、産総研の 252Cf 線源と設計・製作した水槽を用いて MSND の中での中性子に対する応答

を評価した。さらに、京都大学複合原子力科学研究所の 60Co 照射施設において、1 Gy/h 程

度のガンマ線線量率下において、中性子線源からの応答を観測し、中性子とガンマ線の弁

別可能性を確認した。また、1)水中下でのデブリ中性子測定位置における線量率がシミュ

レーションにより高々10 Gy/h 程度であること、2)MSND の素子サイズが 1.2 cm 角であり、
60Co に対する鉛の 1/10 価層が 4 cm で、検出器前面 2π方向に施す場合の遮蔽体重量が 70 

g 程度であるため軽量性を失わないことの 2 点から、PCV 内の水中でのガンマ線環境におけ

るデブリからの中性子・ガンマ線弁別測定を十分行えることを示した。さらに、MSND の信

号処理に特化した耐放射線集積回路を組み合わせた“検出器”としての動作を確認し、性

能改善に向けた実装方法や回路方式の改善点などの課題が抽出され、高線量下での放射線

耐性試験においては、信号出力の飽和を避けるための具体的な回路時定数の情報と、より

高放射線耐性を実現するための知見を得た。 

令和 4 年度には、さらに高線量になることに備え、MSND の電流モードによる測定手法に

ついても検討し、回路を設計・製作し、産総研の 252Cf 線源による照射実験から電流・中性

子強度換算係数を導出した。一方、耐放射線集積回路については、令和 3 年度までに得ら

れた知見を基に修正・変更を施す予定であったが、新型コロナウイルスの蔓延による世界

的な半導体部品の逼迫によって、令和 3 年度まで回路製作を請け負った業者から請負業者

の変更を余儀なくされ、ゼロからの回路設計をせざるを得なくなったことと納期の大幅な

遅れがあった。ただ、基本的な性能確認では、問題なく作動することが確認できた。 

 

(2) UUV プラットホームの開発 

① 燃料デブリマッピングツールの開発 

燃料デブリマッピングツール構成要素（中性子センサ、水中カメラ、ソナー、LiDAR）

が連動するための通信制御系の仕様について、令和 2 年度から 3 年度にかけて検討した。

さらに、UUV と遠隔操作するための UUV プラットホーム間で、中性子センサの出力、水中

カメラ及びソナーの撮像データを通信するためのインターフェースを設計した。令和 4 年

度においては、センサの仕様が揃ったため、燃料デブリサンプリング操作が効率良く実施

できるような仕様を策定し、インターフェースを完成させた。 
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いては、Web 会議を開催すること並びにメールで連絡を取ることによって進捗を相互確認し

た。 

令和 3 年 6 月 8 日、同年 10 月 18 日に、進捗状況の確認、新型コロナウイルスの影響によ

る半導体部品の調達難の問題の対応策について確認した。また、PO 中間フォローを同年 12 月

13 日に海技研にて対面と Web 会議のハイブリッド方式により開催し、研究代表者並びに機関

代表者が進捗を報告し、適切な助言を得た。 

一方、英国チームとの連絡については、事業期間の 3 ヵ年間すべてにわたって、新型コロ

ナウイルスの蔓延により日英双方で直接訪問できなかったため、Web 会議形式でお互いの進

捗を確認した。令和 3年 7 月 8 日、同年 12 月 3 日に Web 会議を実施し、進捗の確認、新型コ

ロナウイルスによる進捗への影響、バックアップを確認した。それ以外にも E-mail で情報を

補完した。 

さらに、令和 4 年 6 月 28 日、同年 11 月 1 日に Web 会議を実施し、①マニピュレータ姿

勢制御用の IMU と UUV の共用、②拡張カルマンフィルタのアルゴリズムのレビューを英国チ

ームに依頼すること、③燃料デブリサンプリングツールを UUV に搭載した場合の UUV の運航

性能に関すること、④燃料デブリサンプリングツールの CAD データ（shell data）を入手し

て水中での浮力を評価すること、⑤燃料デブリサンプリングツールと UUV の統合試験を日本

で実施すること、について協議した。特に、④のサンプリングツールの水中での浮力の評価

結果は約 200 N であり、燃料デブリサンプリングツールの気中の重力約 120 N に比べてかな

りの浮力を受けることが分かった。 

また、令和 4 年度 PO 中間フォローが令和 5 年 1 月 26 日に Web 会議で開催され、研究代表

者並びに機関代表者が進捗を報告し、最終報告書の作成に伴う提言や助言を得た。 
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また、PCV といった狭い空間では、音波と構造物との反射のために水中音響探査機器の

ゴースト映像が測定に大きく影響することから、これを克服するために水中 LiDAR を導入

し、ゴースト映像の混入が避けられることを確認できた。 

 

② UUV プラットホームの開発  

令和 2 年度は、PCV 内での UUV の位置を特定する自己測位システムの開発として、従

来の自己測位法の PCV 内へ適用した際の課題を抽出し、測位精度向上方策を講じた。 

令和 3 年度は、令和 2年度に抽出した UUV の PCV 内自己測位法の課題から、INS を用い

た自己測位手法の適用性検討を実施し、一定の精度で自己測位できることを示した。また、

マッピング構成要素（開発する中性子センサ、水中カメラ、ソナー）が連動するための通

信・制御系の仕様について、令和 2 年度に引き続いて検討した。さらに、UUV と遠隔操作

するための UUV プラットホーム間で、中性子センサの計数データ、水中カメラ及びソナー

の撮像データを通信するためのインターフェースを設計した。 

令和 4 年度は、UUV の位置を特定する自己測位システムとして INS システムを適用し

UUV の姿勢角の計算に EKF を導入して位置推定の精度向上を図った。また、UUV を遠隔操

作して燃料デブリマッピングツールからのデータを処理するため、IMU からのデータを受

信するターミナル PC に INS 演算のプログラムをインストールし、測位座標と VR システ

ムの連動及び 3D 点群データの VR 投影を行う機能を加えた UUV プラットホーム GUI を構

築した。 

 

(3) 放射線環境シミュレーション及び積算中性子線量計の特性評価（連携先：原子力機構） 

令和 2 年度は、東電及び IRID により実施された 3 号機の PCV 内部調査結果に基づき、

燃料デブリの本格取り出し時期を想定した 3号機の放射線源モデル（線源強度とエネルギ

ースペクトル）と PHITS コードによる放射線輸送計算のための 3 次元プラントモデルを

構築した。これらを用いて、ガンマ線輸送計算の試解析を行い、ペデスタル内のガンマ線

特性が得られることを確認した。 

令和 3 年度はガンマ線と中性子線における核種ごとの寄与率を求めた。結果として、令

和 3 年時点では崩壊ガンマ線と自発核分裂由来の中性子線が支配的であった。また、3 号

機プラントモデルにて、光子、中性子源モデルを用いて放射線輸送計算を行い、ペデスタ

ル内における線量率やフルエンス率などに関する情報を取得した。さらに、積算中性子線

量計にガンマ線や中性子線の照射試験を実施し、1F 現場で使用できる見込みを得た。 

令和 4 年度は、MOX 燃料と UO2燃料の燃焼組成（放射線源）の違いに着目し、MOX 燃料由

来の燃料デブリを検知する手法の開発を目指した解析的検討を行った。その結果、自発核

分裂中性子と FP ガンマ線の比で MOX を区別できる可能性を示した。 

積算中性子線量計に対して新たに 60Co ガンマ線照射試験を行い、気泡発生応答を確認し

た。さらに、MOX 燃料による中性子検出試験に成功した。また、水中デブリ近傍での中性

子スペクトル計算を行い、積算中性子線量計の搭載方法を決定した。 

 

(4) 研究推進 

研究代表者の下で各研究項目間並びに CLADS 等との連携を密にして、研究を進めた。ま

た、研究実施計画を推進するための打ち合わせや会議等を、英国側実施機関との打ち合わ

せを含め、開催した。 
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以上、3 ヵ年計画の 3 年目である本年度の業務項目のうち、日本側単独で実施できる事

項は概ね全て実施した。その一方、国際共同研究として英国側担当事項の実施結果を受け

て実施することを予定していた日本側の実施事項については、英国側担当事項がコロナ禍

等の影響により当初予定した時期までに完了できなかったために、一部断念せざるを得な

かった。委託研究契約の実施期間を延長して所期の目標を達成することも検討したが、英

国側が令和 5 年度は対応できないとのことであったため、本年度に完了できた事項をもっ

て本業務を終了とすることにした。なお、国内での実施結果からすると、英国から燃料デ

ブリサンプリングツールが提供されていれば当初の目的を達成できたものと考えられる。 

 

(5) 現場適用のための今後の研究課題の設定と研究開発の展開 

本研究では、PCV 内での冠水した燃料デブリを少量採取し、燃料デブリの性状を把握す

ることが目的であった。前述のとおり、日本側が開発する燃料デブリマッピングツールと

英国側の燃料デブリサンプリングツールの統合試験は叶わなかったが、それぞれ有用であ

ることは示された。実機への適用を考えた上での日本側の課題は、UUV の PCV 内自己測位

手法の確立が挙げられる。本研究課題では、慣性航法を適用した自己測位手法の適用可能

性を検討したが、水中 LiDAR を用いてソナーといった水中音響探査機器の弱点をカバーす

ることでも精度向上が期待できる。また、今回開発した複合センサから構成されるマッピ

ングツールを用いて、単独のセンサの弱点を補い合うことで、精度良く、炉内の状況把握

が可能になると期待される。そのためには、マッピングツール出力のリアルタイム描画と

いったグラフィック性能の向上が今後の課題になると予想される。また、今回の日英シス

テム統合が成功したと仮定した場合、燃料デブリの少量採取作業における、マッピングツ

ールとサンプリングツールの連動として、マッピングツールの出力（水中での LiDAR やカ

メラ画像、UUV の位置情報、中性子の計数率、ガンマ線量）を、サンプリングツールの採

取位置の初期値を決定し、作業軌道を最適化するように連動させることが今後の課題にな

ると予測される。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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